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この事業は 日本 自転車振興会か らの競輪収益の一部 である機械工業振興

資金 の補助 を受 けて実施 した ものです。
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は じ め に

冷戦後の世界 の枠組みが大 き く変化 し、経済、文化の国際的交流が いっそ う緊

密になる中、 日本 のデータベースに対す る海外の期待が大 き くなっています。 ま

た、情報の国際的 な利用や、協力の必要性が高 まってい ます。

勧 データベース振興セ ンターは、情報分野での国際協力の在 り方 を探 るため、

1990年 に国際協力委員会 を設置 し、 こうした問題 について調査、分析、議論 して

きました。本年 は、冷戦後、世界 の枠組みが変化 する中での 日本の国際協力の在

り方 を広い視野 か ら検討 しました。その上でデータベース分野にお ける具体的な

国際協力の事例 を調査 しました。

本報告書が、広 く関係各位の ご参考 になれば幸いに存 じます。

最後 に、本報告書 をまとめるに当た り、 ご協力をいただいた委員の方々 をはじ

め、通産省な ど関係各機 関の皆様方に厚 く御礼 申しあげます。

平成5年3月

財団法人 データベース振興センター

理事長 圓城 寺 次郎
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論総第1章





第1章 総
論
日田

昨年 はわが国の経 済協力援助 の現状、CICC・ ジェ トロの団体や大学の国際協 力、 ロシ

ア、東欧 ・中南米諸 国の情報化の現状、企業(日 本経済新聞社、KDD,QUICK、NTT)

の国際協力の事例 な どを調査 した。そ して国際協力 に際 しての短期的課題 としては、専 門

家の養成 ・訓練、機器提供 、情報提供 な どが考 えられ、長期的 には、情報資源の共同開発、

情報活用 システムの共 同開発、情報流通の促進が考 えられ るとの提言 を行 った。本年 は以

上の結果 に基づ き、国際協力の在 り方を明確 にした上で、 より具体 的に国際協力 を現実化

す るた めに事例 を検討 した。

1-1国 際的枠組みの変化する中での国際協力の在 り方

東西関係 と南北関係 とい う2つ の軸が根本的に変化す る中で、1990年 代 は新 しいエポ ッ

クを画す る時期 と考 えられ る。 この ような背景の下、日本が果たすべ き国際協力の在 り方

を検討 した。

(1)冷 戦の終結

変化の一つは冷戦 の終結であ り、東西両陣営の対立の構 図を一変 させた。米 国で は冷戦

の終結 を受 けて、GNPの6%を 占める軍事費 を他の目的に振 り向けることがで きる。「変

化」 をスローガ ンに登場 したク リン トン大統領 の この可能性 を見落 としてはな らない。そ

して次 に注 目され るのは、 ヨーーーロッパ統合 の行方である。 ドイツ統合、東欧4国 お よびバ

ル ト3国 の ヨー ロッパへの回帰、オース トリアのEC加 盟 申請等の動 きによって中欧 が一

つの政治的、経済的 な地域 として浮 かび上が って きた(マ ル ク圏)。 その結果、北米 を上 回

る緩 く統合 された欧州が形成 され る。冷戦終結 によ り、軍事力に変わ って経済力が新秩序

形成の推進力 になる ことは明 らかであ り、世界最大の海外投資国で あ り援助供与国である

日本の役割 に対 して認識 を新 たにする必要がある。

(2)南 北関係の変質

他 の変化 は南北関係の変質、すなわ ち日本周辺では北東 アジア、東南 アジア、特 に中国

におけ る大 きな工業化 の うね りである。1985年 のG5以 降の円切 り上げによって米国中心

か ら日本への輸 出シフ トが増 え、 また日本の生産基地がアジアに移 るようになった。その

結果 ア ジアNIESは 世界 の経済成長の核 となった。21世 紀 を展望すれば、 この地域 全体が

工業化 を遂 げる ことは明 らかである。 日本 として もこの面か ら自らの位置付 けを再検討 す

る必要が ある。
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(3)日 本国内の動向

日本は、国際社会の重要な一員 となった という意味では大 きな成功 を収 めた とい うこと

がいえる。 しか しこのままのや り方 を継続 できない ことも明 らかであろう。産業面で は、

貿易黒字 によって貿易相手国 と通商摩擦 を抱 えることとな った。住宅や社会資本 を中心 と

した都市 問題は、先送 りされている。 日本国内では、膨大 な資本力 を生かす ことがで きず、

海外投資や海外援助で世界一 という現状で は、問題 であろう。

(4)情 報化を巡る状況

日本 にお ける情報化 を考 えた場合 、情報化 を担 う基本分野(マ イ クロ ・プロセ ッサ、

OS、 ダウ ンサイジング、ネ ッ トワー ク化等)に ついて、 日本の貢献 は十分 といい難い。独

自のデータベース開発や、 データベース利用の普及の面 で も遅れが 目立 つ。将来の経済社

会が情報化 を軸 に展開す ることは 自明であ り、 この ような遅れが目立つ ようになった こと

は重大であろう。

(5)新 しい展開

来たるべ き都市の時代 にあっては、都市は情報化時代の工場であって、情報基盤 の整備

を道路、鉄道、港湾、空港 に並ぶイ ンフラス トラクチ ャー として認識す る必要がある。国

内における次世代 データ通信網 の整備 な どと共 に、アジアを中心 とした海外 とのネ ッ トワ

ーク化等
、 日本の果たすべ き役割があ る。

1-2デ ータベース分野 における国際協力の在 り方 と事例の検討

(1)投 資情報

外国への投資情報や外国か らの投資情報 は、 その国の産業 に直接関与する情報 として、

大変重要である。 しか しかかる投資 デー タベースは、一国だけで は構築する こことが でき

ず、多国間にわた り協力 し、各国のデータベースを相互 に提供 ・交換 することによ り、初

めて有意義な投資データベース とな る。

現在投資デー タベースについて検討 を行 っているプ ロジェク ト例 として、アジア太 平洋

経済協力(APEC)閣 僚会議の投資 ・技術移転プロジェク トがある。APECに は、15か 国が

現在加盟 している。 アジア太平洋地域の持続的発展のための中長期的課題の解決 を目的 と

して、今 まで に4回 の閣僚会議が行われて きた。そ してAPECは10の ワークプロジェク ト

を作 って、協力内容の検討 を行 っている。中で も投資 ・技術移転 プ ロジェク トでは、投資

環境情報整備 と投資情報 ネッ トワー クについての検討 を行 ってい る。

投資環境情報の整備 のための各国の情報内容 は、政治 ・経済概況、投資法、金融 ・労働
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市場、工場用地、マーケッ ト情報、原材料な どを挙 げている。 また、投資関心企業 に関す

る情報 も定型 フォーマ ッ トに したが って調査収集 し、 これ らをデータベース化 して投 資情

報 ネ ッ トワークに より相互利用する構想 を検討 している。 ワー ク ・プロジェク トの活 動に

は、民間セクターを積極 的に参加 させてい く方向性が打 ち出されてお り、 またデータベー

スの利用は原則 として一般公開 してい く方針である。 これ らの進展 を踏 まえて、情報 の相

互利用 に日本側の体制 を整備 してい くことになろう。

(2)マ ーケ ッ ト情報

ASEAN,NIES諸 国 を例 に とって考えると、これ らの国の証券、金融市場は急成長 して

お り、取引所のシステム化が急速 に進展 してい る。 この ような取 引所のシステム化 は、情

報ベ ンダーのマーケ ッ トデータ入手 に極 めて好都合な状況 にある。事実韓国 ・台湾 ・シン

ガポール ・香港 な どにおいては、 この分野のデータベース構築が始 まっている。

現在 は、日米欧先進 国の情報ベ ンダーが中心 になって活動 してお り、ASEAN,NIES諸

国では本格的なベ ンダーが育 っていない。 こうした中では、世界 の投資家がその地域 に投

資す ることを促進す るという意味で、わが国ベ ンダーの途上国マーケ ッ ト情報の受発信活

動 その ものが、 国際協力 の色彩 を持 つ。今後 これ らの国々のベ ンダーが育 って くれば、 こ

れ らの国々のベ ンダー との情報売買 または技術提携 とい った形での協力が生 まれて くる可

能性がある。

まだ本格化 していないが、UNCTAD(国 連貿易開発会議)は 、「経済情報の より良 い流

通が発展途上 国の経済発展 を促す」 という狙いか ら、マーケッ ト情報事業者が途上国 にお

いて どの程度存在 しているかの調査 を開始 しようとしている。 この ような地道なアプロー

チ も国際協力の一方法 として重要である。

(3)経 済 情報

経済情報 を通 じた国際協力を考 える上で重要な視点の先ず第一 は、マクロ統計(国 連統

計、IMF統 計、国別統計な ど)で ある。91年1月OECDの 環境相会議 で、「グ リー ンGNP」

の作成 を打ち出している。「グ リー ンGNP」 とは、一言で言えば地球環境 コス トを考慮 し

たGNPの ことである。日本の住宅建築 の結果 として、例 えばイン ドネシアの森林伐 採 によ

る地球環境 へのマイナスが幾 らか を計算す る必要が出て くるためである。 グ リー ンGNP

を計算 しようと思 えば、発展途上 国を含 めた国際協力関係が不可欠 となる。国のマ クロ統

計 として整備 して きたGNPが 国の枠 を越 えグローバル指標 への脱皮 を迫 られている と言

える。

第2の 視点 は、広域経済圏の うね りである。ECの 市場統合のスター ト、北米 自由貿易協

定(NAFTA)の 合意等である。

その他 の視点 として、東南 アジアでデータベース作 りの輪が広が ってきていること、経
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済情報 を扱 うユーザーか ら 「東南ア ジアの ファンデメンタルズ(経 済 の基礎的条件)情 報

をで きるだけ早 く欲 しい」 とのニーズが強 まっていることなどである。

国際協 力の方向として、 日本 か ら統計 のな りたち、使 い方 を説明す るための ミッション

を派遣す ることや、マルチメデ ィア言語 メデ ィアの共同研究 プロジェク ト等が考 えられ る。

(4)学 術情報

学術情報 に対する海外か らのアクセス についての要望が強 くなってお り、情報発信機能

に関連 した国際協力が重要 になっている。

まず学術情報セ ンターでは、学術雑誌 目録 データベース と学術情報 データベース を持 っ

ている。研究者相互間の国際情報交換 をよ りいっそ う促進 するため、イ ンターネッ トによ

る国際接続 を開始 し、英国図書館 な ど英米の4大 図書館か らのア クセス を受 け入れている。

この際 の問題点は、時差調整のための運用時間の延長や、海外向 けの要員の確保 な どであ

る。 また今後研究者か らの直接的アクセスを受 け入れ る場合 には、利用者の認定 ・登録や

料金徴収 などの実務負担が問題 になる。その解決方法の一つ として、先方国の適 当な機関

との間でのゲー トウェイ接続が有望 である。 この他外国人のための研修(教 育)も 、大切

である。

委員会では、途上国の教育機関がわが国の学術情報 にアクセスできるような設備お よび

サー ビス面 での国際協力 における費用 を試算 した。例 えば、学術情報セ ンターのネ ッ トワ

ークに、途上国10か 国の大学(10校/国)か らアクセスで きるような協力を仮定 した簡単

な試算 では、設備援助(ゲ ー ト接続、端末機器)で 約8億 円、 国際回線 リース料金や デー

タベースの使用料金な どに3億 円/年 の経費で可能 となる。

(5)科 学技術情報

近年のわが国の科学技術力の飛躍 的向上に ともない、国際社会 に対 してわが国独 自の知

的ス トックを公開 し、情報 を発信 してい くことが強 く求 められている。 日本情報の よ り積

極的な海外向け提供、ア クセス方法の改善、開発途上 国支援 などの国際協力が必要で ある。

日本科学技術情報センター(JICST)で の国際協力事業は、主 に2国 間ないし2機 関間

(米NTIS、 仏INIST、 独、韓 国技術産業研究院等)、多国間(ア ジア科学協力連合ASCA

等)、 国際機 関(ICSTI、FID)を 通 して政府 間機 関 に よ り実 施 され て い る。 また米 国

CAS、 独FIZ'Karlsruheと 共同 して、国際科学技術ネ ッ トワークSTNInternationalに 参

画 して、 日本の情報の国際的発信基地 の役割 を果た している。 日本情報 の海外利用促進 の

ため、英文 データベ ースJICST-Eフ ァイルを作成 し、これをSTN,JOISに よ り海外 提供

している。

しか し英文データベースJICST-Eフ ァイルの利用 は必ず しも良 い とはい えない。 その

理由 として、 日本情報 に対する需要量の不足、提供データベースの量 ・質的問題 点、販売
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促進活動の不足、原本 が 日本語であるとい った言語上の問題等が考 え られ、 これ らの対策

が必要 である。 また開発途上国に対 して、専門家の派遣、研修生の受 け入れ体制の強化 な

どの国際協力 も必要で ある。

(6)そ の他

開発途上国の中で も工業化や都市化 が進んでい るところでは、大気汚染、水質汚濁 な ど

の公害問題や、開発 に伴 う自然破壊な どの環境問題が顕在化 している。開発途上国への環

境問題 につ いての協力が望 まれ るが、情報 システムについての協力 としては環境 データベ

ースシステム と気象情報 システムが考え られる
。
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第2章 国際的枠組みが変化す る

中での国際協力の在 り方

1.国 際的枠組 みが変化 する中での国際協力

2.JICSTに おける国際協力活動

3.学 術情報 セ ンターにおける国際協力活動の現況

4.経 済情報 を通 じた国際協力の在 り方

5.マ ー ケッ ト情報 による国際協力





1.国 際的枠組みが変化する中で国際協力の在 り方

1-一ー一121世 紀 へ 向 け て の 国 際 協 力

東西関係、南北関係 という2つ の軸が根本的に変化するなかで、 日本 が果たすべ き国際

協力の路 を探 ることが本稿の 目的で ある。

歴史 には、ひかれた レールの上 を走 っている時期 と、新 しいエポ ックを画する時期 とが

ある。連続性 と非連続性 とい うこともできよう。国際社会が新 しいエポックを画 しつつあ

る ことは1990年 代 に入 る とともにます ます明瞭になった。 その一 つは冷戦 の終結で ある。

旧 ソ連の崩壊 とそれに よる東欧の西欧回帰によって、東西両陣営 の対立の構図を一変 させ

た。 この ことによって世界 における リーダーシップのあ り方が変 わって くる。米国 自体 も

かっての ような圧倒的 な力 をもっていない。米ソ以外の リーダーを必要 としなか った冷戦

時代 とは異 な り、冷戦以後の国際社会 をいかにして構築 してい くか とい う新 しい課題 を担

う新 しい理念 を持 った りーダーが必要 となった。軍事力 にかわ って経済力が新秩序形成の

推進力 となることは明 かであ り、世界最大 の海外投資国で あ りまた援助供与国であ る日本

の役割 にたいして認識 を新たにす る必要がある。

新 しいエポックを画 する もう一つの要因は、南北 関係 の変質である。一方 における先進

工業国(欧 米 プラス日本)、 他方 にお ける低 開発国、 とい う図式は過去の もの となった。特

に 日本の周辺では、北東 アジア、東南 アジア、そして中国 において、大 きな工業化の うね

りが見 られる。 これに より既にか な りの国が低開発段階を脱 している し、21世 紀 を展望す

れ ば この地域全体が工業化 を遂 げる ことは明か となった。既 に工業化 をな しとげ、情報化

の中にある日本 としては、 この面か らも自らの位置 づけを再検討 する必要がある。

一方、 日本 においては、新 しい技術革新の波にのって省エネ ・ハ イテクの成長路線 にの

る ことに成功 したかに見 えたが、バ ブルの崩壊により設備過 剰感が産業界 をおおっている。

これ までであれば国内が不況の際 には世界市場に活路 を求 めることがで きたが、すべての

貿易相手国 と通商摩擦 を抱 える今 日では、 これは許 されない。景気循環 に対 しては財政 の

拡大が常道 であるが、 ここで もまた財政赤字か ら脱 したばか りのため有効 な景気刺激策 に

踏 み きれないでいる。企業 はついに雇用調整 を避 けて通れ ない段 階に至 り、所得の低迷 と

雇用不安があい まって消費支出の回復 は遠のいた と見なけれ ばな らない。世界が冷戦後 の

国際社会のあ り方 を模 索するなかで、世界第2の 経済規模 を有 し、世界最大の資金力、世

界最大の研究開発力 を有 する日本が、方向感覚を喪 失した状態 にあ ることは許 されない。
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1-2国 際環境の変化

国際環境の変化のなかで まず第1に 重要な点はク リン トン新大統領の登場 したアメ リカ

である。新政権は財政赤字 ・貿易赤字 ・貯蓄不足 など、負の遺産 を引 き継がなければな ら

なかったが、 これ らは共和党政権下で生 じた構造的な問題 である。 その原因をさぐる と、

共和党政権が とった対 ソ強硬路線 あるいは軍拡路線 に行 き着 く。経済 の非効率 に悩 む旧ソ

連 は結局崩壊に至 ったわ けである。 その意味ではアメ リカの政策 は冷戦の終結 を導いた と

い うことができる。 しか し、冷戦終結 に続 く国際社会 の再構築 にあた っては、軍事力 では

な く経済力がものをい う。 そこに新政権 にとっての最大 の課題が ある。

レーガ ン、ブッシュと続いた共和党政権下では、高所得層 と投資所得 に対す る限界税率

の引 き下 げをお こない、 これに より民間投資 を活発化 し、資本装備率 の上昇 を通 じて生産

性の上昇 をね らった。 しか しこれは結果的 にはうま くいかず、税収の低下か ら赤字財政が

生 じた。 レーガノ ミックスの80年 代 を通 じて上位1%の 所得 は95%伸 びたが中間層の所得

が伸び悩 み、所得格差が大幅 に拡大 した。財政赤字 と貯蓄不足 のた め、民間投資の拡大 は

で きず、か えって技術進歩の立 ち後 れを招 き、貿易赤字が慢性化す る ことになる。人 的資

本 への投資が欠如 していたため、未熟練工の賃金低下、実質賃金 の低下 となった。 この十

数年にわた り公的行動 を無視 して私的行動 を重視 した結果、都市は衰退 し、社会保障 は不

十分 とな り、道路な どの社会的基盤 も崩れた。 こうしてアメ リカン ・ドリームは終 わった

という認識が広 まった。

この結果、大統領選挙 にあた って、国民の関心 は 「内向 き」 といわれた。事実、世論調

査結果 を見 ると、「大統領 を選ぶにあた って重視する政策項 目」 としては、雇用 ・景気(61

%)、 医療・保健(30%)、 教育(22%)な どが重視 され、 これに対 して外交・安全保障(13

%)、 対外援助(7%)な ど 「外向 き」の政策 を求める声 は少ない。「アメリカ ・ファース

トについて どう思 うか」 とい う問 に対 しては、海外援助 を減 らしてで も国内問題 を最優先

すべ きだ とする意見が43%、 現在 の負担はやや重す ぎる とす るものが27%で あ り、孤立主

義 に向か うのは危険 とみ るもの は19%に すぎない。 「バイ・ア メリカン」について は、 とて

も賛成が32%、 やや賛成が34%で 、 これ を肯定的 にみる ものが65%を 越 えている。大統領

選挙では中間層の不満 を代弁 するかたちで 「ペ ロー現象」が生 じ波乱 を招 くが、「変化」を

ス ローガ ンにしたクリン トンが勝利 を収 めた ことは改めてい うまで もない。

アメ リカの通商政策 もこうした世論や、なによりもアメ リカ産業の競争力を反映 して、

従来 のグ ローバ リズ ム(GATTを 中心 とす る)か ら地 域 主義(カ ナダ、 メキ シ コ との

NAFTAの 形成)、2国 間主義(結 果 における相互主義、実現 しない場合は報復)へ と転換

を とげた。

しか し、新政権は大 きな可能性 を秘 めていることを見落 としてはな らない。その可能性

とは、冷戦の終結 を受 けて、GNPの6%を 占める軍事費 を他 の目的 に振 り向けることがで
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きる ことである。「平和 の配 当」を財源 として、財政赤字(同 じくGNPの6%)を 消す こ

とがで きるし、イ ンフラス トラクチャーへの投資、研究開発 の活発化、教育 や医療の拡充

による人的投資、エネルギー ・環境政策の実施 に当てることもで きる。 これ らは伝統的 に

民主党の重点施策分野 である。 それに加 えて、ゴア副大統領はエネルギー ・環境分野につ

いて21世 紀 へむけてのヴィジョンを提示 してお り、 さらに全米 をおお う新 しいイ ンフラス

トラクチ ャー として高速通信網の整備 を提 唱 していることで知 られ る。

第2に 注 目され るのが ヨー ロッパ統合の行方である。1992年 は物理的障壁、技術的障壁、

財政的障壁のすべ てを取 り払 って ヨーロ ッパの市場統合の完成 の年 であった。ECは これ

まで もモノの面での共同市場の形成によ り経済的繁栄を取 り戻 していた。 しか し、統合が

モノか らサー ビス、 そして通貨 に及ぼ うとい う段階で、デ ンマー クによ りマース トリヒ ト

条約の批準が拒否 され、フランスにおいては僅かな差で批準 され る結果 となった。一つの

国の中にあっては、生産性の高 い地域 と低 い地域があれ ば、所得の最配分 を行 うことによ

って均衡 を保 っている。ERM(為 替相場メカニズム)を 導入 して為替 レー トをメンバー国

間で固定 し、通貨面での統合 を果 たそうというのがシナ リオであった。 しか し現実には各

国間 に生産性 の格差が ある。 そして強い経済 を持つ ドイツにおいて東 ドイツを吸収するた

め資金 需要が急増 し金利を高 めざるをえない事情が生 じた。 そ うなる と弱い経済の国では

金利 をよ り高 くしない と資金が国外 に流出 して しまう。世界 同時不況 のなかで悩 む各 国に

とって、為替 レー トをしばるこ とは国内に失業を生むことを意味す る。 それ を防 ぐために

は全 ヨー ロッパ規模 で所得 ・投資の最配分 を行 わなければな らないが、各国 とも政治的 に

も経済的 にもその用意 はない。各 国は 「為替 レー トを動かす」 とい うオプシ ョンを取 らざ

るをえず、 ヨーロッパの通貨統合 の目は消 えたのである。

ECの 統合 は こうして最終段 階に入 った ところで足踏 み状態 とな ったが、一方では冷戦

の解消 によ り大欧州形成の動 きがでてい る。 ドイツ統合、東欧(ポ ー ラン ド、チ ェコ、 ス

ロバ キア、ハ ンガ リー)お よびバル ト3国 の ヨーロッパ回帰、オース トリアのEC加 盟申請

な どの動 きによって、 中欧が一つの政治的 ・経済 的な地域 として浮かび上が って きた。 こ

の地域 はマル ク圏である。 ドイツはそれ を突 出した形 にはしない とい う政治的意図を有 し

てお り、 フランス との共同で ヨー ロッパの方 向を決めようとしている。共同軍の創設がそ

れ を明 白に物語 る。

その結果、北米 を上 回る緩 く統合 された欧州が形成 され る。各国は実力 に応 じて統合 の

度合 いを選択 してい くことになろう。全体 の理念 やルールづ くりは拡大ECよ りもむ しろ

旧ECの 影響力が強 まる形であ る。情報通信 も欧州基準で統合 され ることは必至 である。

ロシアの システム転換 は20世 紀の大事件 の一つである。 旧ソ連経済 は農業 を足場 に工業

化 を図る というや り方がすでに1960年 代 には通 じな くなっていた。逆 に補助金 を与 えない
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と農業は成 り立たな くな っていたのである。 しか し工業部門 は労働や資本 な どの生産要素

を投入することで成長す ることに慣れてお り、指令経済の もとで技術進歩 を行 うインセ ン

ティブを欠いていた。60年 代半 ばか らは旧ソ連経済 の効率 は横 ばい とな り、エネルギー産

業では年率1～2%の 割合で生産効率が低下 を始めるに至 る。

ゴルバチ ョフが登場 した1985年 に至 って始 めて問題への対応が始 まるが、 それ も当初 は

政治面の民主化か ら始 ま り、経済面 ではたかだか ウオ ッカが禁止 された程度であった。1990

年には 「500日計画」として改革案が提示 されるが政治的妥協 によって実施 されず、1992年

8月 の クーデター に至 る。1992年1月 か らは改革路線(価 格の 自由化、バウチャーに よる

民営化)を 実施 したが、 そのためインフレが生 じ、一方では金融引 き締 めに より企業 間債

務の累積が生 じ、7月 には金融 をゆるめざるをえな くな る。企業民営化の実は上が らず、

生産面 は停滞 した ままである。 その結果、年末 にかけてイ ンフレが高進 した。

IMFを 通 じる西側 の助言は財政金融の引 き締 めであ るが、ロシア自身はむしろ開発銀行

な ど財政投融資型の制度 を整備 するとともに、農業、機械産業、石油 ・天然ガス、 インフ

ラ整備など産業面 に焦点を合わせた政策 にシフ トす ることになろう。経済的混乱は しば ら

く続 くが、エネルギー ・資源 を豊富 にもつ ことか らこれ らに対 する西側の直接投資 と技術

移転 をテ コにして世界経済 への復帰 を果 たす ことになろう。一部情報インフラについては

ジョイン ト・ベ ンチャー方式の採用 も検討 されて よい。

世界で最 も成長力 に富 む とされるアジアにおいては、1985年 のG5以 降の経済構造の調

整 の成果が上が っている。 アメ リカへの輸出が中心であったが、G5以 降の 円切 り上 げに

よって日本が製 品輸入 を増や し、 また 日本 の生産基地が アジアへ移 るようになった。 その

結果 アジアNIESは 世界 の経済成長の核 とな ってお り、低開発段階 を卒業 した とい ってよ

いo

中国はまだ混沌 とした状態 である。一方で は天安門事件 に象徴 される抑圧的な体制 は維

持 され、人権外交 を一つの旗 印 とするアメ リカ との間でギクシャクした状態が続 きそのた

め 日本の協力 も控 えめである。一党独裁体制 は維 持 されているが、指導者層の老齢化 はか

くせず、波乱含みである。 中国は これまで急速 な発 展を試み る時期 と政治的引 き締 めの時

期 を繰 り返 してきたが、現在 も急速な発展政策 を採用 してお り、供給面の制約か らイ ンフ

レが懸念 される段階に入 りつつ ある。 しか し他方、開放政策 はほぼ定着 し、沿海部の経済

発展は目ざましい ものが ある。GNPに 占める市場交換の割合がすでに80%と され、国営企

業が工業生産 に占める割合 は50%に まで低下、農産物の価格統制は9品 目にす ぎない。経

済面の自由化、対外依存度 の増大 は逆戻 りで きない。政治的な一党独裁体制 は経済 的な開

発独裁へ と軸足 を移 そう としているが、経済面 の変化 はいずれ政治面 に及 ぶ ことにな ろう。

これ らの変化 は沿海部が担い、内陸部は違 ったパ ター ンをとることになろう。
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1-3国 内 の 動 向

歴史の連続性 と非連続性 ということに照 らしていえば、われわれ 日本人 は 「戦後」 を歴

史の出発点 として きた。 それ以前には 「明治維新」であった。列強の中にあって政治的独

立 を守 る、 そのために急速 な工業化 を果たす、 というのが開国以来のテーマであ り、 この

レールの うえに明治か ら第2次 大戦 にいたる政策が展開された。 しか し、 ロシア帝国の崩

壊 にともな う政治的真空状態 を誰が埋めるか、 また増大 する日本の経済力 とくにその資源

需要にいかに対応 するか、をめ ぐる利害対立か ら第2次 大戦 が発 生、敗戦 にいたる。

戦後 の 日本 は1960年 代の高度成長 をつ うじて工業化の目的 を果た し、先進 国の仲間入 り

を果たす。60年 代半 ばか らは経済 の開放化 にむか う。70年 代 は工業化の コス トとしてのエ

ネルギー問題 と公害問題 に直面する。 しか し80年 代 に入 る とともにマイクロ ・エレク トロ

クニスを中心 とす る技術革新の波 を作 り出す ことに成功 する。 プロダク ト・イノベー ショ

ン、プ ロセ ス ・イノベー ションが同時進行 し、 日本 でしか生産出来 ない新製 品が登場、 ま

た 自動車な どの既成 の製 品について もその生産 方法 自体 を産業用 ロボ ッ トやNC工 作機

を組 み込んだFMSに よって革新 したのである。その結果、日本は文字 どう り世界の工場 と

な り、各国 とも日本の製品 と生産 プロセスを導入 することによっては'"刀 を維持

で きる とい う状態が出現 した。

日本で は同時 に情報化、サー ビス化が進展す る。 この中には金融 ・保険、運輸 ・通信、

卸売 ・小売 な どの従来 か らある産業 がエ レク トロニクス革命 にさ らされる という側面 も含

まれ る。 また所得水準 の向上 と余暇 の増大 に ともなって外食、スポーツ、旅行な ど、対個

人サー ビスが拡大 した側面 もある。 しか し、 もっとも重要な変化 は情報や知識 その ものの

生産 ・流通 ・利用 にかかわ る対事業所サー ビスや研究開発活動などの急拡大であ る。 これ

は 日本 にとって新 しい局面 といわざるをえない。

従来の 日本 は資本不足型の経済 であったが、80年 代 においては世界最大の資本供給国 と

なってい る。国内では この ことによって積極 的に技術革新 を図ることがで きた。半導体の

よ うに生産規模 が決定的 に重要な産業 においては、 日本 の豊富 な資本力、お よび系列関係

(銀行 とメーカー、メーカー相互間)が もの をいった。国際的 には最大の直接投資国 とな

り、 また経済援助 において も世界最大の供与 国 となっている。貿易面ではテ クノロジー を

背景 にした非価格競争力 によって、為替 レー トで は調整 しきれない技術格差 を有 し、膨大

な貿易黒字 を抱 えている。

日本 は現在 で はG5の 一員 としての地位 を不動 の もの としてお り、国際社会 の重要な一

員 となった とい う意味では大 きな成功 を収めた とい うことがいえよう。 しか しこの まま現

在 のや り方 を継続 で きない こともまた明かである。 自動車やマイクロ ・エ レク トロニ クス

な どを始 め、 日本 の主要産業の市場 は世界 的に飽和状態 に至 った。貿易黒字 は必ず しも喜

ぶべ きこととはいえず、い まやすべての貿易相手 国 とのあいだで通商摩擦 を抱 えることに
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なった。問題 は産業面 ばか りではない。住宅や社会資本 を中心 として、都市問題 の解決 は

先お くりされて きたが、今や 日本人 の大多数 が都市住民 なのである。膨大 な資本 力を国内

で生かす ことがで きず、海外投資や海外援助 では世界一 とい う現状 は、明 らか に政策 の転

換 を要請す るものである。

1-4情 報化 をめ ぐる状況

日本の技術は応用分野 に強 く、個別的かつハー ドウエア指向であ り、 プロセス ・イノベ

ー ション型であるのに対 して、アメ リカの技術 は基礎分野に強 く、 システム的かつ ソフ ト

ウエア指向であ り、プ ロダク ト・イノベー ション型 である、 との見方がある。情報化 に欠

かせないテクノロジーについて もこの ことは当てはまる。

半導体 の生産 においては日本が圧倒的な強 みを発揮 し、高性能 ・低価格 の製品 を継続的

に世界市場 に供給 して きた。 しか し考 えて見 る とこれは製造業の分野の強みで ある。半導

体製造技術 を確立 し(プ ロセス・イノベーシ ョン)、 豊富 な投資資金 によって急速 に量産 に

入 り、 これ によって低 コス トを実現、系列のなかで国内市場 を確保 しつつ輸 出市場 に進 出

するとい う、日本得意の経過が ここで も発揮 された。また、VTRや フ ァクシ ミリなど、わ

が国でなければ作れない製 品 も登場 した。

パー ソナル ・コンピュータやデー タベースな ど、情報化 をにな う基本分野 については事

情 が異な る。マイクロ・プロセ ッサ、OS、 ダウンサイジング、ネ ッ トワーク化、データベ

ース言語、 プログラ ミング言語、オー プン化、マルチメディア化 な ど、重要 な分野につい

て日本の貢献 は十分 とはいい難い。独 自のデータベース開発や、 デー タベース利用の普及

などの面で も遅 れが 目立つ。80年 代 は日本 が従来の重厚長大型の産業中心 を脱 して、情報

化 に活路 を開いた時期であると考 えられて きたが、十年 をへて振 り返 ってみる と、実は依

然 として製造技術 中心であることが明 白になったわ けである。将来 のシステムの 中核 をな

す基本分野に貢献 で きず、情報 システムのユーザ も十分育 っていない、 とい う現状か らす

ると、将来 も外国技術や コンセプ トの改善 と量産 ・低 コス ト化、 そして国内市場 よ りも輸

出依存 という体質か らの脱却 は進みそ うにない。今 日、 アメ リカの強 さを改めて認識 しな

ければな らない し、 日本のあ り方 について産業界 ・政府 ともに見直 しを迫 られてい るとい

っても過言ではない。

日本 の ワープロお よびパ ソコン市場は これ まで国産機 が主力 を占め、世界 で も特異 な市

場であった。そのためメーカー独 自のOSが 幅 をきかせ てきた。価格 も高水準 に維持 されて

きた。 日本語の障壁が国内市場 を守 って きた といえる。欧米市場では小型機 の標準化が進

み、MS-DOS上 にワープロ ・ソフ トその他 の ソフ トを走 らせ ることが定着 し、 ワープロ

専用機 とい う概念 は消 え去 っている。標準化 された コンピュータが普及すれ ば国際的 な市

場が成立 し、国際分業 と競争 を通 じて低価格化が進 む。 アプ リケー シ ョン ・ソフ トの市場
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も大 き く育つ。一旦 日本語の壁 を突破 され ると、 日本市場 は欧米 のみならずアジア諸国か

らの低価格のパ ソコン と豊富な ソフ トウエアに席巻 され ることになった。

ダウ ンサ イジングの主役 はワークステー ションであり、 ワークステー ションの世界的標

準OSはUNIXで ある。UNIXは 当初、AT&Tの 研究者が開発 した ソフ トである。仕様

が公開 され無償 に近い形 で提供 されていたため国際的に普及 した ことは広 く知 られている。

AT&TはUNIXの 国際標準化 を進めるため、独立の 「UNIXシ ステム・ラボラ トリーズ」

(USL)を 設立 し、世界の コンピュータ ・メーカーに出資 を呼びかけてきた。 日本 か らも

主要4社 が出資 してい る。しか し、最近 になってAT&TはUSLを アメ リカの大手通信 ソ

フ ト会社 に売却す るこ とを発表、USLは 国際標準 のための コンソーシアム としての性格 を

変 える ことになった。

アメ リカのゴア副大統領 は次世代の光高速通信網 「スーパー ・ハ イウエイ」の構築 を提

唱 してい る。情報の伝達 をすべて光で行 う高速通信網によ り全米 をおお うコンピュータ ・

ネッ トワー クを形成す る構想である。情報化時代 に対応す るインフラス トラクチ ャー と位

置づけ られてお り、研究開発の促進、経済の振興 に役立つ と期待 され ている。特 にアメ リ

カにおいては 「平和 の配 当」を現実の もの とするためには転換の受 け皿 となる産業が必要

であ り、 この面 か らも政策 的に重要 とされ る。 これ を受 けてAT&T、MITを は じめ とす

るコンソー シアムが結成 され、現在 の光 ファイバ ー・ネ ッ トワークよ り300倍 速 く情報 を伝

送で きるネ ッ トワー クの開発 を目指すことが伝 え られている。光高速通信ネ ッ トワークを

構築す るために必 要な光電子部品の開発のため、既 に昨年、AT&Tは 主要 コンピュー タ・

メーカー とのコンソー シアムを結成 している。

他方、従来のメイ ンフレームを中心 とするコンピュー タ産業は、情報化先進 国アメ リカ

において コンピュータ業界の巨人IBMが すでに リス トラクチ ャリング を進 め、従業 員の

解雇、事業 の分割 ・再編成 を進 めている。 日本で も1992年 の コンピュータ生産額(周 辺機

器 を含む)は 前年 を10%下 回った(こ のなかでワー クステーシ ョンに限っては20%の 伸び

を確保 した)。80年 代 には20%増 を示 してきた ことと比 べ ると、不況要因 を考慮 して も、コ

ンピュータ産業 の構造変化が始 まった と見 なけれ ぼな らない。特 に日本の メインフレーム

市場は国産 メーカーが互換1生のない機種 を生産 し、企業系列 を生か して市場 を分割す ると

い う特異 な形 をとって きた。 メーカー主導の市場であるためハー ド中心主義 であ り、 ソフ

トの価値 は十分認 め られて こなか った。 ワークス テーションを中心 とするダウンサ イジン

グの進行 と、各社 の製品 に互換性 を もたせ るオー プン化 とい う世界の潮流のなかで、わが

国のメイ ンフレーム ・メーカーの リス トラクチャ リングは困難な もの となろう。

半導体産業につ いて も、韓国 ・台湾の進出が著 し くすでにアメ リカ市場に定着 した。 ア

メ リカ企業 自身の競争力 も向上 してお り、新政権 の産業政策指向 とあいまって、将来 ます

ます競争力 を増す こ とは間違 いない。逆 に日本企業 はアメ リカ市場でのダンピング提訴 を

避 けなければな らない し、 国内市場への参入 を認 めなけれ ばな らない とい う、制約 を課 さ
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れている。

マルチメディアに関 しては、 テレビな ど家電 の量産技術 をもち、かつパ ソコンや フ ァク

シミリな ども手がける日本企業 の優位 が期待 され る分野である。 しか し、現実 には、マル

チメディア対応 システムのコンセプ トについては ここで もアップル社 に代表 され るアメ リ

カ企業が先導 している。ア ップル社 を中心 とす る企業連合 に日本企業 がメーカー として組

み込 まれる形が現実の もの となって きた。 同社のシステムはこれ まで もユーザ ・フレン ド

リーな ことで知 られてい る。 日本企業 は自社内の技術 をシステム化す ることが出来 なかっ

た ということもで きよう。

データベ ースに関 して も日米格差が 目立つ。データベース業に参入 している企業 は、ア

メ リカ1500社 に対 して日本 では200社 程度 に とどまる。データベース・プロデューサ数では

さらに格差が大 きく1350社 対123社 であ り、11倍 の差があ る。利用者数 を示すパス ワー ド数

では、 アメ リカ210万(海 外 ユーザ分 を含む)に 対 し日本 は24万 である。データベース売上

高ではアメ リカ95億 ドルに対 し日本 は1900億 円(1990年)で あ り、6倍 の差が ある。経済

規模 では日米の差 は2倍 を切 ってい ることか らす る と、情報 の利用 の面で 日本の立 ち後れ

は著 しい といわなければならない。

日本語 とい う障壁 を克服 して情報 を発信す るには、機械翻訳が重要で ある。市場 にい く

つかのソフ トが出てい るものの、実際の利用は進 んでいる とはいいがたい。 ヨーロッパで

は経済統合 をきっかけ として各国語相互 間の機械翻訳が政府 レベルで定着 しているこ とと

対比 され る。

1-5新 しい展 開

日本ではタイプライターか ら発達 したキーボー ドに馴染 みがな く、 またプログラ ミング

言語な どが英語か ら派生 したため英語類似 であるな ど、不利な点が あることは否定 で きな

い 。

しか し、将来 の経済社会が情報化 を軸 に展開す ることは 自明である。そのなか にあって

生産面で も利用面で も立 ち後れが 目だつ ようになった ことは重大 である。21世 紀 に向けて

新 しい展開が要請 される。

日本が新 しいコンセプ トを生み出す ことがで きない ことは、生産者が利用者か らの フィ

ー ドバ ックを受 けていないことが関係 しているとい えよう。 ユーザのニー ズを直接把握 し

て始めて新 しいコンセプ トやシステムが生 まれて くる。 ネッ トワー ク組織 とい うことが し

ば しば指摘 され るが、 これはメー カーか ら提供 され る機器 を通信 回線 につなげるといった

限定的な意味ではな く、生産者や利用者 といった概念 をこえるフ ィー ドバ ック関係 として

理解 しなければならない。 日本 のメーカーや研究者 は自らが関わ る機器 を自らは使 ってい

ない ことに大 きな欠落があるのではなか ろうか。ユーザ を取 り込 んだ形での技術 開発 に転
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摸 してい く必要がある。

工業化の時代 にあっては国境 は大 きな意味があった。そ こでの政策 は国境内部 の企業や

家計を対象 に して国家 によって行われた。国境 を越 える問題 は国際問題 として国家間の取

り決めによって決定 された。 しか し、金融や対事業所サー ビスを中心 にボーダーレス化 が

進む と、国ではな く都市が実態 となる。都市 は情報化時代 の工場 である。情報生産基地 で

ある都市が グローバル ・ネ ッ トワークを形成す ることにな り、 そうでない都市 は没落 して

しまう。政策的 には情報基盤の整備 を道路、鉄道、港湾、空港 とな らぶイ ンフラス トラク

チ ャー として認識 する必要が ある。 これには国内における次世代 データ通信網 の整備な ど

が重要である。 また来 るべ き都市の時代 にあっては、わが国 の太平洋ベル ト地帯か ら瀬戸

内、朝鮮半 島、 ロシア極東部、中国沿海部 を経 由して東南 アジア諸国に至 る地域 を一体 と

したネ ッ トワーク化が必要 である。 この面で も日本の果 たすべ き役割がある。
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2.JlCSTに お け る国 際 協 力活 動

2-1は じ め に

日本科学技術情報センター(JICST)は 、わが国にお ける科学技術情報 に関する中枢的

機 関 として内外の科学技術情報 を迅速かつ適確 に提供す ることによ り、わが国における科

学技術の振興 に寄与する ことを目的 として、1957年8月 に発足 した。

発足当初 は、 日本語抄録誌 「科学技術文献速報」を発行 し、その後1968年 に電算機編集

による発行 に切替 え、 日本語情報処理の基礎 を築いた。 オ ンライ ンサー ビスにおいては、

1976年 に英 ・数 ・カナ文字 を扱 う情報 システムJOIS・1の サー ビス を開始 し、1981年 には、

わが国初の大規模漢字オ ンライ ン情報 システムJOIS-IIを 完成、稼働 させた。

更 に1990年 には、 日本語文節(フ レーズ)に よる検索や複数 フ ァイルの統合検索等の高

度の検索機能及び高いシステム性能 を備 えたJOIS-IIIを 完成 させ、サー ビス を行 っている。

一方、1987年 か らCAS(米 国)、FIZ・Karlsruhe(ド イツ)と 共同 して、国際科学技術情

報ネ ッ トワークSTN-Internationalに 参画 し、大規模英語 データベース群の提供及び日本

情報の国際的発信基地の役割 を果た している。

また国際的に も日米、 日仏等の二国間協力、 アジア科学協力連合(ASCA)等 の多国間協

力等の国際協力事業に もJICSTは 情報流通分野での積極的 な役割 を果た して きた。

しか し、近年 のわが国の科学技術力の飛躍的向上 に伴い、 国際社会 に対 してわが国独 自

の知的ス トックを公開 し、情報 を発信 してい くことが強 く求 め られ るようになって きた。

今 日までに蓄積 されたJICSTの 情報資源 を一層充実 しつつ、 それ をベースに科学的技術

情報面での国際貢献、世界へ の情報発信 とい う視点で国際的役割 を今後一層積極的に担 っ

てい く必要がある。

2-2JlCSTに お け る国 際 協 力 業 務

(1)二 国間/二 機関間協 力

1)米 国

1988年 の新 日米 科 学技術 協 力 協 定 に よ り、 その付 属書 の 中 に、 日米 間、 特 に 日本 か ら米

国 へ の 情 報 流 通 を促 進 して、 両 国 間 の 流 通 不 均 衡 を是 正 す る た め、JICSTとNTIS

(NationalTechnicallnformationService)の 協 力 を図 る こ とが明 記 され てい る。 これ

に基づ き、JICSTは 次 の各種 の施 策 を実施 して い る。
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① 日本情報普及説明会の開催

日本の科学技術情報 を衆知徹底 させ るために、JICST/NTISの 共催で毎年1回 、米

国 において開催 している。

この普及説明会 は、欧州 において も同様 に開催 してい る。

② 翻訳許諾権者の固定

日本文献 を米 国で翻訳 ・出版 す る際 の翻 訳許諾 権者 を調査 し、連絡 す る業務 を

JICSTが 実施 している。

③ 日米 の研究所紹介 ビデオ テープの交換

日米 の研究者等 にそれぞれ相手国の研究開発施設の設備、研究領域等を紹介する目

的で、JICSTとNTISと が、両国の窓 口機 関 として標記 ビデオテープ を交換 してい

る。

2)フ ラ ン ス

1983年 に開催 された第7回 日仏 科学技術協力混合委員会 におい て、JICSTとCNRS/

CDST(現INIST)が 相互 に駐在員事務所 を設置する計画が認 め られた。1984年 に、科学

技術情報協力のための協力覚書 を締結 し、JICSTは パ リのCDST内 に、CDSTは 東京の

JICST内 にそれぞれ駐在員 を派遣 し合 っている。

2年 に一度、日本 とフランスで交互 に協議会 を開催 し、JICST・INSTの 機関間協 力の現

状 をレヴュー し、今後 の協力の進 め方 を協議 している。

3)ド イ ツ

1974年 に締結 された 日独科学情報 ・ドキュメンテーシ ョンパ ネル(1&Dパ ネル)が 設

置 され、毎年 日本 とドイツで交互 に開催 されている。

JICSTは 「科学技術情報サー ビス」 と 「情報 ・ドキュメンテーシ ョンのための情報処理

技術」の2テ ーマについて、 日本側連絡窓口 とな り、科学技術情報全般 について協議 して

いる。

4)ブ ル ガ リア

1975年 にCISTI(CentralInstituteforScientificandTechnicalInformation)と の 間

で 協 力覚 書 きを締 結 し、主 に出版 物 の交換 を行 って い る。また人 材 交 流 の一 環 と して、1992

年1月 か ら1年6カ 月、科学 技 術庁 のSTAフ ェ ロー シ ップ計 画 に基 づ いて、研 究 員 を受入

れ て い る。

5)韓 国

1968年9月 の 日韓科学技術大臣会談の共同 コミュニケの趣 旨に基づ き、JICSTと 韓国科
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学技 術情 報 セ ンター(KORSTIC:KINITIの 前 身)は 、1968年12月 に科 学技 術情 報 に関 す

る協 力 を 目的 として協 力 覚 書 きを締 結 した。 その後 、組 織 の変 更 に よ り、KORSTICは 韓

国産 業 研究 院(KIET)を 経 て、 現在 の韓 国産 業 技術 情 報 院(KINITI:KoreaInstituteof

IndustryTechnologyInformation)と な り、 出版 物 の 交換 、 職 員 の研 修 等 の人材 交 流 を

行 って い る。

6)中 国

国家科 学 技術 委員 会 に所 属 す る科 学 技術 情報 研 究所(ISTIC:InstituteOfScientific

andTechnicalInformationofChina)と の協 力 関係 が 進 展 し、1991年6月 に協 力 覚 書 き

が締 結 され、 出版物 の 交換 、 デー タベ ー ス の相互 利 用 な どを 中心 に実 施 して い る。

(2)多 国間協 力

ア ジア科学 協力 連合(ASCA:TheAssociationforScienceCooperationinAsia)は 、

1970年 に設 置 され た機 構 で 、 その 目的 は ア ジア ・太 平 洋地 域 諸 国間 の科 学 技術 の推 進 強 化

を図 る こ とにあ る。

JICSTは 、ASCA科 学 技術 情 報協 力 事 業 の協力 実施 機 関 と して、ASCA諸 国 向 け に次 の

3シ リー ズの英 文抄 録誌 を作 成 して い る。

1)AgricultureForestryandFisheries

2)Energytechnology

3)ElectronicsandCommunications

また、 日本 の 国立試 験研 究 機 関 の研 究 課題 の英 文 誌 「CurrentScienceandTechnology

ResearchinJapan」 も作 成 し、1981年 以 降加 盟 国 関係機 関 に、 英文 抄 録 諸 共 に無償 で配 布

してい る。

更 に、ASCA事 業 にお け る情 報 流通 事 業 を進 展 させ る方 法 と して、郵 政 省 と宇 宙 開発 事

業 団 の共 同 開発 プ ロジ ェ ク トPARTNERS計 画(ア ジ ア太 平 洋 地 域 に お け る衛 星 通 信 を

利 用 した共 同実験 計 画)に 参 加 して、 技術 試験 衛 星(ETS・V)を 用 いた 科学 技術 情 報 の オ

ン ライ ン伝 送実 験 を実施 す る予 定 で あ る。

この実験 は、 タイ王 国 キ ングモ ンク ッ ト工 科大 学 の宇 宙 開 発事 業 団設 置 の地球 局 を介 し

て 、JOISに 搭 載 され てい る英 文 デ ー タベ ー スJICST-Eの 科 学 技 術 ・医 学情 報 を検 索 す る

実 験 で、ASCA諸 国 を 中心 とす る域 内各 国 との間 の科学 技 術 情 報 流通 にお け る国際 協 力 事

業 の効 率 的拡 大 に寄与 す る こ とに な る。
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(3)国 際的な情 報機 関への参加

1)ICSTI(lnternationalCouncilforScientificandTechnica口nformation)

科 学技 術 分野 にお け る一 次 、二 次情 報 に交 換 と交換 を国際 的規 模 で推 進 す る こ とを 目的

に、1952年 に設 立 され たICSU・ABが 、技 術 的発展 に対 応 して、情 報 の収 集 か ら提供 まで の

一 連 の サ イ クル の 中の全 ての 問題 を対 象 とす るべ く活 動計 画 を拡大 し
、1984年 に名 称 を現

在 の もの に変更 した。

JICSTは 日本 にお け る唯 一 の正 会員 機 関 として登録 して お り、世 界 の科 学技 術 情報 機 関

との交流 を深 め、 活動 の動 向把 握 に努 めて い る。

2)FID(FederationInternationaldeDocumentation)

FIDは 、1895年 に設 立 され た ドキ ュメ ンテー シ ョン ・技 術情 報 分野 にお け る非 政府 国際

機 関 で あ り、 国際 協力 を通 じて ドキ ュメ ンテー シ ョンの研 究 ・開発 を促 進 す る こ とを 目的

と して い る。

日本 で は、 日本 学術 会議 が 国家 会 員 にな っ てお り、JICSTは 機i関会 員 と して参 加 し、活

動 して い る。 な お、 この下 部機 関 として設 立 された ア ジア ・オ セ アニ ア地域 協 議会(FID/

CAO)に も参 加 して い る。

(4)情 報サー ビス機 関間の協 力

1)STNlnternationa1へ の参 加

STNInternational(国 際 科学 技術 情 報 ネ ッ トワー ク)は 、 日本 のJICST、 米 国 の化 学

分 野 の情 報機 関CAS(ChemicalAbstractsService)、 ドイ ツの エ ネル ギー ・物 理 ・数 字

の専 門情 報 セ ンタ ーFIZ・Karlsruheの3つ のサ ー ビス セ ンタ ー に それ ぞ れ 同種 の 大 型 コ

ン ピュー タ を設 置 し、Messengerと 呼 ばれ る同一 の ソフ トウ ェア で運 用 す る と と もに、サ

ー ビスセ ンター 間 を国際 通 信 回線 で 結 んで ネ ッ トワー ク を形成 して い る
。(図1)

現在 、130種 を超 える デー タベ ー ス をサ ー ビス して お り、自国 の サー ビス セ ンター に ア ク

セ スす れ ば、他 の国 の サ ー ビス セ ン ター に搭 載 され たデ ー タベ ー ス を、 同一 の手順 で検 索

す る こ とが で きる。

その た め、JICSTで は、日本 の科 学 技術情 報 を英 文化 した デー タベ ースJICST-Eや 日本

国 内 の 公 的 試 験 研 究 機 関 の 研 究 テ ー マ を紹 介 す るデ ー タ ベ ー スJGRIPフ ァイ ル 等 を

STNを 通 じて全世 界 へ 向 け てサ ー ビス して い る。(表1)

JICSTは 、 国内 の利 用 者 が、 海外 の科学 技術 情 報 を安 定 的 に入 手 で き る体 制 を確 立 し、

海 外 にお け る我 が 国 の科 学 技術 情 報 に対 す る強 いニ ー ズに応 え る こ とで、 科 学技 術情 報 の

国際 的相 互依 存 関係 の確 立 を図 るた め、STNに 参 加 した 。

STNに お いて 、JICSTで 提供 してい るデ ー タベ ースの広 報 ・宣 伝 ・販 売 活 動 を実施 す る
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た め、欧 州 に代 理店 をお いて い る。(表2)

図1STNInternationalの ネ ッ トワー ク

(日本の利用者)

Registry

フ ァイ ル

CAフ ァイル

等
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謬
∬

オ
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/
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ス
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－

－

A

デ

ベ

C

ホ ス ト計 算 機

CAS

(米国の利用者)

ホ ス ト計 算機

JICST

ρ
タ認

∬

一

デ ー タPHYSフ ァイル

ベ ー スINSPEC

FIZ-Kフ ァイ ル 等

オ フ ライ ン

.プ リンタ

ホ澱 機 ～B

(欧州の利用者)

表1STNに よ りJlCSTが 提供 してい るデ ー タベ ー ス

フ ァイ ル名 収録件数 収録期間 更新頻度 分 野

JICST-E 1,590,000 1985～ 月2回 科学技術 ・医学

JGRIP 32,000 5年 間 年1回
公共試験研究機関の

進行中 ・完了プロジェク ト

MEDLINE 6,260,000 1972～ 週1回 医学

CABA 2,000,000 1979～ 月1回 農学

FSTA 220,000 1981～ 月1回 食品科学

EMBASE 3,710,000 1980～ 週1回 医学 ・薬学
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表2欧 州 におけるSTNの 代理店

機 関 名 管 轄 国 名

ドイ ツの エ ネル ギ ー、 物 理、 数 学

専 門 情 報 セ ンター

FIZ-Karlsruhe(Karlsruhe市)

ドイ ツ 、 オ ー ス ト リ ア 、 ス イ ス

フランスの科学技術 ・人文科学分野

の国立情報機関

CNRS/INIST(Nancy市)

フ ラ ンス、 ベ ル ギ ー、 ル ク セ ンブ ル グ

フィンラン ドの民 間情報会社

Aho&Meguro社(Helsinki市)

フ ィ ン ラ ン ド、 ノ ル ウ ェ ー 、 ス ウ ェ ー デ ン

2)NLM(NationalLibraryofMedicine)と の協 力

JICSTは 、NLMと の間 で地 域 セ ンタ ー(MEDLARSセ ンター)と して の協 力 覚 書 を

1972年 に締 結 し、MEDLINE、TOXLINE,CANCERLITフ ァイ ル の提供 を受 けて 、オ ンラ

イ ンサ ー ビス を行 っ て い る。定期 的 に開催 され るMEDLARS政 策 会 議 に参 加 し、協 力体制

の討議 、 技 術 開発 計 画 の報 告 等 が行 わ れ て い る。

2-3国 際協力事業の今後の展開

科学技術情報の国際的流通基盤の整備 に伴 って、 日本情報の より積極 的な海外 向け提供、

日本情報へのアクセス方法の改善、開発途上 国支援等 を含む国際貢献策が強 く求 め られて

い る。

現在、国際協力事業 は、主に二国間ないし二機 開聞、多国間、 または国際機関 を通 して

政府間協力 によ り実施 されてお り、JICSTは 公的機 関 として、前述 した様 にその一翼 を担

っている。

海外の情報機 関 との機関間協力 については、資料収集、データベース作成、複写等の業

務 で も、協力の可能性 を今後検討す ることが必要 である。

日本情報 の海外利用促進 に関 しては、英文データベースJICST-Eフ ァイルの作成、JOIS

及 びSTNに よるJICST-Eフ ァイルの海外提供、更に日本情報普及説明会の開催な ど、海

外での 日本情報 の利用促進 に努めて きている。しか し、海外でのJICST-Eフ ァイルの利用

状況は必ず しも良 い とはいえないのが実情である。それには色々の原因が考 え られ る。即

ち、 日本情報に対す る需要量の不足、提供データベースの質的、量的 な問題、販売促進活

動の不足、 日本語 に対 する言語障壁 など。

これ らの問題 に対 して、 日本情報 に対す る需要動 向の正確な把握、提供 デー タベースの

質的改良及 び量的な充実、代理店 を含 めた海外 情報関連機関の効率的な活用、言語障壁問
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題 への抜本的な対応な どの対策が求め られている。

開発 途上 国 に対 して は、東南 アジ ア地域 諸 国の最近 の経 済的、技術 的発 展状 況及 び

JICSTに 対 する人材育成、情報科学技術面での協 力等 の要望 の高 ま りを踏 まえ、専門家 の

派遣、研修生の受 け入れ体制の強化等の適切 な対応 を図 ってい く必要がある。
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3.「 学術情 報 セ ンター にお ける国際協 力活動の現況 」

3-1は じ め に

「学術情報セ ンター」は、学術情報の効率的流通 を目途 として、1986年 に設立 された文

部省大学共 同利用機関であ り、現時点 にお けるその活動 ・サー ビスは、次の ように整理で

きる。

1)目 録 所 在情 報 サ ー ビスNACSIS・CAT

L
1.1)オ ン ライ ン共 同分担 目録 ・相互 貸借 シス テ ム運用

1.2)学 術 雑 誌総 合 目録 編 集

2)情 報 検 索 サ ー ビスNACSIS-IR

L
2.1)学 術 情 報 デ ー タベー ス作成 ・公 開

2.2)学 術 情 報 デ ー タベ ー ス受 入 ・公 開

3)電 子 メー ル ・掲 示板 サー ビス

[3.1)国 内 メー ルNACSIS-MAIL/BBS

3.2)国 際 メー ル交 換

4)学 術 情 報 ネ ッ トワー ク

L
4.1)パ ケ ッ ト交 換網NACSIS-NET(N・1、 図 書館 ネ ッ トワー ク等)

4.2)イ ンター ネ ッ ト ・バ ックボー ンSINET

元来、学術研究 に国境 はない とい う考 え方 はすでに定着 してお り、学術情報 セ ンターの

設立に際 しての議論 にお いて も、 こうした考 えは前提 になっている。従 って、学術情報セ

ンターの諸活動 も、各側面 において 「国際化」への対応 を包含 しつつ展開されている。 も

っとも、従前 は、海外 デー タベースの導入な ど、海外の学術情報のわが国学界への効率的

導入 という、 いわば輸入的機能 に関心が集 まっていたのであるが、昨今 では、 日本の学術

情報 に対す る海外か らの アクセス可能性 とい う、輸 出的機能について、海外か らの要望が

強 くなってお り、 こうした情報発信機能に関連 した業務 の展開が重要 になっている。

上 図に掲げた1)～4)の 諸サー ビス も、試験 的ない し研究的な もの も含めれ ば、すべ

て海外か らのアクセスを受 け入れてお り、今後、 こうした海外 アクセスの全面的 な本格化

に向けて、努力 を払 って いるところである。
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3-2海 外からのアクセスの現況

学術情報 センターでは、発足の直後か ら国内の学術情報 ネッ トワークの整備 に併行 して、

国際回線 を用意 して、電子メールの国際交換 を実施 して きたが、1992年 には、海外 の動向

を踏 まえて、インターネ ッ トによる国際接続 を開始 し、研究者相互間の国際的情報交換 を

よ り一層促進す ることとした。

データベースに関 しては、学術情報 セ ンターが作成 した、わが国の学術情報 データベー

スに対す る海外か らの利用要求に こた えるもの として、1989年 以降、試験運用の体裁で、

米国科学財 団、米国議会図書館、英国図書館、ケ ンブ リッジ大学等、英国の4大 学図書館

か らの、NACSIS-IRへ のア クセス を受入れる こととし、これ ら機関の職員 による代行検索

に よって、米菓研究者 に日本 の学術情報 を提供 している。

目録所在情報サービスNACSIS-CATは 、わが国の大学 図書館 の蔵書の総合 目録データ

ベースを形成するためのオ ンライ ン・システムであ り、すでに250大 学程が これに参加 して

い る。 こうした状況 において、英国図書館お よび英国の上記4大 学 図書館 か ら、 日本の図

書、雑誌の目録作成 に この シス テムを英 国か ら利用 したい との要望が寄せ られた。 これ に

呼応 して、1991年 か ら共同実験 とい う体 裁で、 これ ら図書館の参加 を受入れて、その利用

に供 してい る。

3-3サ ー ビスの国際展開指針

上記の ような海外 向けサービスの状況 を踏 まえて、今後 におけるそれ らの本格化 につい

て展望 を与 えるために、学術情報 セ ンターでは、1991年 に国際展開 に対す る指針(国 際展

開 ワーキング・グループ報告書)を とりまとめた。 これ によれ ぼ、NACSIS'CATに ついて

は、英 国における実験 を推進 する中で、欧州大陸諸国、北米、 また中国、韓国等の図書館

か らの要望 に適切 に対応 してゆ くべ きもの とされている。海外での 日本文献所蔵量 は国内

量に比較 すればご く少量 ということであるか ら、海外 か らの利用 を受 け入れてもシステム

的な負荷 は問題 にな らない。問題 は時差調整のための運用時間の延長や、海外向けの連絡

調整要員の配置などにあ り、セ ンター側 として これ らに対処 してゆ く必要がある。

NACSIS-IRの 海外提供の本格化 においては、海外の研究者(エ ン ド・ユーザー)に よる

直接的アクセスを受 け入れ る必要がある。 この場合、利用者の認定 ・登録や料金徴収 な ど

の実務 負担が主たる問題 になる。 その解決方法の一つ として、先方国の適 当な機関 との間

でのゲー トウェイ接続が有望であ り、 これ により、海外情報 のわが国への導入 も同時 に実

現することが期待 され る。

ネ ッ トワークについては、回線速度の増強が当面の課題 とされたが、1993年1月 か ら日

米間の回線が512kbpsに 増強 され ている。
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国際展開の本格化 に向 けては、時差 に対処 するべ き24時 間運用、利用者資格認定、課金

徴収、外 国人のための研修 、外国旅費の確保、定員確保 な ど実務的問題 も多 い。 しか し、

学術情報 の国際的な流通促進 は、学術情報セ ンターの主要な任務 の一つであ り、 その発展

に努力 してゆ くべ きで ある と結論 されている。

3-4国 際共同研究、外国人向 け研修等

学術情報 センターにおける研究および教育面 での国際協力活動はつぎの とお りで ある。

文部省科学研究費補助金 による国際学術研究お よび国際共同研究 として、「学術情報データ

ベースの国際流通の システム化 に関する研究」、「日本情報お よび東 アジア文字 による学術

データベースの国際交換 に関する研究」、「国際学術ネ ッ トワークの実現 を目的 とす る学術

調査」を実施 している(1992年 度)。 これ らは、それぞれNACSIS-CAT、NACSIS-IR、 「学

術情報ネ ッ トワー ク」 の国際化 に対応 した研究計画であ り、必要 に応 じて、 セ ンター教官

が出張 し、 また外国機関の研究者等を招聰 して会議 をもつな ど、図書館情報、 デー タベー

ス、ネ ッ トワー クの専門家間の国際交流を図 っている。 また、既述 の とお り、英国図書館

との申合せ によ り、英国の大学図書館でのNACSIS-CAT利 用実験(パ イ ロッ ト・プロジ

ェク ト)を 進めている。

主 として これ らの共同研究等 に関連 して、海外か らの研修希望が寄せ られるた め、可能

な限 りこれ に応 じる こととし、1991年 度 には、韓国、 タイ、英国、 中国の4機 関5名 につ

いて、それ ぞれ1～2週 間の研修 をお こなった。 また、他機関の外 国人向け研修事業 に も

協力 してお り、1991年 度実績で は、国際交流基金 日本語研修 センター受入研修生、国際協

力事業 団受入研修生、同事業団沖縄国際 センター受入研修生、 日本科学技術1青報セ ンター

受入研修生 など合計100名 に対 して、それぞれ1日 程度、学術情報 センターにお ける研修 を

行 っている。

これ ら国際対応活動 を推進す る事務組織 として、国際交流係、国際事業係が学術情報セ

ンターに設置 されてい る。
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4.経 済情報 を通 じた国際協力のあ り方

4-1経 済情報 もグ ローバ ル時代に

4-1-1マ ク ロ統計 が 国 を超 え る グ リー ンGNPの イ ンパ ク ト

グ リー ンGNPが 脚光 を浴 び始 めたの は1989年7月 、フランス・パ リの北西部、アル シュ

で開かれた先進 国首脳会議(サ ミッ ト)か らである。16日 に採択 された アル シュ ・サ ミッ

トの経済 宣言では、多 くの紙幅 を地球環境問題 に割 いた。 この中に新 しい 「環境指標」の

開発 をOECD(経 済協力開発機構)に 求める一文が入 っている。

91年1月 、OECDの 環境相会議 の閣僚 宣言 は90年 代の重 点施策 の1つ として、「グ リーン

GNP」 の作成 を打 ち出 した。アル シュ ・サ ミッ トでの漠然 とした 「環境 指標」 との表現

が、OECDの 検討 を通 じて、グ リー ンGNPへ と収れん してい く。

国連環境開発会議(地 球サ ミッ ト)事 務局 もこの 「グ リー ンGNP」 の導入 を提案、先進

各国政府 も先 を争 ってグ リー ンGNPの 試算 を始 めてい る。

グ リーンGNPは 、ひ とことで言 えば、地球環境 コス トを考慮 したGNPの ことで ある。

慶応大学 の鵜野公郎教授が東洋経済誌の93年2月19日 号 に寄せた論文、「『グ リー ンGNP』

推計の重要性」によると、国際連合が93年 に予定 しているSNA(国 民経済計算体系)の 改

訂 では、GNP統 計 のサテライ ト勘定 として地球環境 コス トを明示す る方式 を採 る、といわ

れ る。統計が どの ような ものになるにして も、地球環境 というグローバル な視野か ら国民

経済 をとらえる ということで、GNP統 計 は国の枠 を超 えることになる。国のマクロ統計 と

して整備 して きたGNPが 国の枠 を超 え、グローバ ル指標 へ と脱皮 を迫 られている と言 っ

てよい。

た とえば、1億 円の住宅 を建てた としよう。従来のGNPの 計算では、その結果 どれだけ

イ ン ドネ シアやアマゾンの森林が伐採 され、貴重 な酸素供給源が失われたか、 といった こ

とは問題 にしない。グ リー ンGNPで は これが大 きな問題 になる。日本の住宅建築の結果 と

して、た とえばイン ドネ シアの森林伐採 に よる地球環境 へのマイナスがい くらか を計算す

る必要が出て くる。

理想的な姿でグ リー ンGNPを 計算 しようと思 えば、発展途上 国を含 めた国際協 力関係

が不可欠 になる。

4-1-2広 域 経 済 圏 の うね り

経済情報 を通 じた国際協力 を考 える上 で重要な視点の第2は 、広域経済圏の うね りであ
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る。

93年1月1日 、 ヨー ロッパの12カ 国が1つ の市場 を形成 するEC(欧 州共同体)の 市場統

合がスター トした。85年 か ら8年 越 しの計画が ようや く実現 に漕 ぎつけた。12カ 国の人 口

を合 わせ ると、3億4000万 人 になる。単一市場 としては世界最大規模 の人 口を誇 る。 国内

総生産(GDP)は91年 の実績 を基 にすると、12カ 国の合計 で、約6兆2500億 ドル。アメ リ

カの5兆5500億 ドル を上回 り、世界最大規模 。世界貿易 に占めるシェア も、域 内貿易 を合

わせる と、40%を 超 える。

92年8月 、 このEC市 場統合 をにらんだ新たな市場統合の動 きが表面化 した。 アメ リカ、

カナダ、メキシコの3カ 国がモノの出入 りを自由にする北米 自由貿易協定(NAFTA)に

合意 したのだ。協定 の発効 は94年 だが、実現する と、人口でECを 上回る巨大 な自由貿易 ゾ

ーンが生 まれる。

92年1月28日 、東南 アジア諸 国連合(ASEAN)は 第4回 首脳会議で自由貿易圏(AFTA)

の創設 を決めた。欧米 の動 きを睨みなが ら、アジアの一角に市場統合 の動 きが現れて きた。

ASEAN首 脳 会議 は大 きな課題 を引きずっていた。 とい うのは、首脳会議の前月、マ レ

ー シアのマハ ティール首相が 日本、韓 国な ども含 めた東アジア経済協議機構(EAEC)の 創

設 を提案 していたか らだ。ASEAN首 脳会議 はマハ ティール構想 には冷淡だ った。開会演

説 に立 ったイン ドネ シアのスハル ト大統領 な どは、EAECに はひ とことも触れ なか った。

EAECに はアメ リカが強 く反対 したためだ といわれ る。だが、わが国では政財界の中にマ

ハ ティール構想 を評価 する向 きは意外 に多い。ASEANと いう狭 い範囲での市場統合 より

日本 が入 った形での東 アジア経済圏の方が発 展性があると判断 しているか らである。

4-1-3東 南 アジ ア の 「デ ー タベ ー ス革 命 」

東南 アジアか ら日本経済新聞社への訪問客が増 えてきているが、従来の新聞づ くりか ら

データバ ンク局 を見 たい、 とい うのが最近の特徴である。

2月 にも中国か ら新聞界の幹部が数名、 日経 を訪れた。土曜 日の午後だ とい うのにわざ

わ ざ来社、熱心 に電子 メディア ・サー ビスに見入 っていた。

全国紙か らただ1紙 、日経 を選 んだ理由 を聞 くと、「われわれ もデータベースづ くりをめ

ざ しているか らだ」 とい う。

東南 アジアはいま、 デー タベース革命に燃 えてい る、 と言 ってよい。 日本経済が70年 代

か ら80年代 に経験 した衝撃 を東南 アジアの国々が体験 しようとしている。データベースづ

くりの輪が大 きくグローバル に広が り始めている ということだ。 日本 に向 けるまな ざしは

熱 い。
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4-1-4経 済情 報 ニ ーズ もグ ローバ ル

経済情報 を扱 うユーザーか ら 「東南ア ジアの ファンダメンタルズ(経 済 の基礎的条件)

情報 をで きるだけ早 く欲 しい」 とのニーズが強 まっている。

背景 にあるのは東南ア ジア諸 国 との経済的 なつなが りの緊密化である。ひ とつは1985年

秋のプラザ合意以降、 円高時代 に対応 して 日本の企業の間に生産基地 を東南アジアに移す

傾向が強 まった ことだ。従来の韓国、香港 といったフォー ・ドラゴンズか ら中国、イ ンド

ネシア、 タイ といった賃金の安 い諸国に工場進 出の うね りが広がってい る。

もうひ とつは、台北、香港、 シンガポール、バ ンコクといった東南 アジア金融センター

の魅力が高 まってきている ことがある。 日本の株式市場が1990年 は じめか ら不振 を極め る

中で、 こうした東南 アジアの新金融 センターが活況 を続 けた ことも大 きな刺激材料 にな っ

ている。「東南 アジア金融 インデ ックス」といったグローバル金融指標 の開発 がテーマにな

っているほどである。

従来、東南 アジア情報 といえば、一部の経済学者が古いデータを使 って経済発展 を トレ

ースする とか、政治の裏の動 きを一部の人たちが血眼 にな って追 う、 といった図式が一般

的だった。だが、経済的な緊密度が深 まるにつれ、 日本経済 の情報 を扱 うと同 じような感

覚で日本 のユーザーが東南 アジア情報 を扱 うようにな り始 めた、 とい うことだ。

東南 アジアに生産基地が あれば、 その国の経済政策や好 ・不況 に敏感 にな らざるをえな

い。金融マーケ ッ トに至 っては時々刻々のマーケ ッ ト情報が必要 にな るし、 ファンダメン

タルズ情報 も予測 を含 めた速報性への要請が強 くなって くる。

4-2東 南アジア経済情報の課題

(1)国 連 統 計

東南ア ジアの国々を網羅的 にカバ ーしている という意味で は国連統計が最 も基礎的なマ

クロ・データを提供 してい ると言 える。人口、雇用状態 に始 まって、GNP統 計、賃金 ・物

価、国際収支、金融 といった経済統計か ら、保健、教育、文化、科学技術 な どの社会的な

側面 まで扱 っている。

このアジア太平洋版 に当たるのが「アジア太平洋統計年鑑」(国 際連合編、 日本 エスカ ッ

プ協会訳)。93年1月 発行 の91年 版 を見 ると、ESCAP加 盟48カ 国の動 向が一 目でわかるよ

うになっている。

問題 はIMF(国 際通貨基金)のIFS(国 際金融統計)な どに比べ る と、速報性 に劣 るこ

と。機動的な経済政策のための情報源 としては とて も使 えない。
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(2)IMF統 計

中心 はIFS。IMF加 盟 各 国 の基礎 的 な経済 統計 を収 録 して い る。毎 月 デー タ を更 新 して

お り、 国際機 関 の デ ー タ ・サ ー ビス として は速 報 性 が あ る。

デー タ の中 身 は、 為替 レー トに始 まって、外 貨 準備 高 、 マ ネ ー ・サ プライ、 金 利 ・物 価 、

生産 、輸 出入、 国 際収 支、 財 政、 国 民所得 な ど。 金 融 に ウエ ー トの あ るのが特 徴 で あ る。

東南 ア ジア に限 って み る と、 フ ォー ・ドラ ゴ ンズ(韓 国 、 台湾 、香 港、 シ ンガ ポー ル)

の うち、 台湾 と香 港 が抜 けて い る。 この 点が使 いづ らい。

(3)国 別 統 計

一 口に東南 アジア各 国 とい って も国によって統計の整備の度合いはずいぶん違 う
。一人

当た りGNPと の相関度が高いのではないだ ろうか。

フォー ・ドラゴンズがやは り進んでいる。韓国な ど政府が基礎的な統計類のMTサ ー ビ

スをしているような国 もある。

フォー・ドラゴンズ以外では、中国が統計 の数だけは非常 に多い。89年 の初め頃か ら「中

国経済統計月報」の発行 を取 り止 めたが、年報の類は生産 、物価、消費、国民生活な ど幅

広 くメ ンテナ ンス している。地方への分権化 を進 めた結果、地域統計 も急速 に膨 らんでい

る。ただ、数字への信頼度がい まひ とつだ。

国によってばらつ きの多い経済統計の整備状況 をどこまで均質化で きるかが大 きな課題

である。

(4)ミ ク ロ ・デ ー タ

マクロ統計 と比 べる と、企業や家計の行動 のデータベース化は遅れている。財務諸表 に

して も企業 によって発表 しているか どうかはマチマチだ し、項 目も不揃いである。企業名、

従業員数、資本金 といった基礎的な企業情報す ら十分に把握で きるとは限 らない。企業 に

社会的責任 を自覚 させ、情報の開示 を義務づけることか ら始 める必要があ りそうだ。

(5)記 事 情 報

新聞、雑誌、本 とい った形での母国語 による情報の域 を脱 していない。香港、 シンガポ

ールな ど英語国は勿論英語 による情報が入手で きるが
、韓国で も英語情報 はそれほ ど多 く

はない。

最近、 日本が大 きな情報マーケ ッ トであることに目をつ けて、母 国語情報の 日本語版 を

出そうとす る試みが出て きている。中国の著名 な新聞社が 日本語 に翻訳 した新 聞を発行 し

ようとしているな どが この1例 だ。

エ レク トロニ クス技術の進歩 を考 えると、いちいち人 手 に頼 って翻訳す るよりも機械翻
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訳の システムを広げてい く方が早道 ではないか。

4--3国 際 協 力 の あ り方

4-一一3-1現 状

経済企画庁に海外へのデータ提供 の現状 を聞いた。時代 の最先端 をゆ くオ ンライン ・ベ

ースでは提供 していない とい うことであ る。

提供形 態の中心 は磁気テー プ。 データの内容は国民所得 関係が多い。提供相手先は ドイ

ツ経済研 究所、 シティバ ンク、 フラ ンス大蔵省、カナダ銀行 な ど。 日本 の経済情報の提供

とい う形での国際協力 もあまり進 んでい ない ようだ。 もっ とも発展途 上国の側 に日本経済

の統計類のMTを 入手 して までなにか を分析 しようとい ったマイ ン ドが あ まりないか ら

であろう。

統計づ くりな どのノウハ ウの提供 については、政府間で依頼があれば、積極的に応 える

ことに している、 との こと。 しか し組織 的に東南 アジア各国の経済 情報 のレベルア ップを

計 るような試みはあまりみ られない。

4-3-2新 しい国際協 力の方向

(1)日 中経済統計研究交流会 の例

1990年10月23日 、 日中経済統計研究交流会の 日本側メンバー10人 が北京へ向かった。団

長 は京都大学 の佐和隆光教授。大蔵、通産、総務、経済企画の各省庁、 日本銀行の ほか 日

本経済新聞社 か ら2人 が参加 した。 中国側のメンバー は国家統計局が中心 で、中国人民銀

行や上海 な ど地方の統計局 メンバー も混 じっていた。

まる3日 間にわたって 日本側か ら統計 の成 り立 ち、使い方 な どを丁寧 に説明 した。対象

とした統計 は国民所得、新SNA(国 民経済計算体系)、 消費統計、地域経済計算、資金循

環勘定、財政金融統計、工業統計 な ど。 日本経済新聞社 で進 めている中国データバ ンクに

ついて も、データベースづ くりの技術的 な説明 をした。

国家統計局の張塞局長が招宴、答宴 ともに出席す るな ど、 中国側の意気込 みが感 じられ

た訪 中だ った。

翌91年 には中国側メンバーが訪 日。92年 では再度 日本側 メンバーが訪 中 している。 日本

側 は佐和隆光教授を中心 にした半官 半民のボランテ ィア といった趣 の交流 団である。

市場経済の導入 を進める中国が、統計の面で も新SNAを 導入 しよう としてお り、この国

家的な事業が 日中交流の牽引力になっていることは確か。同 じ方式 を他の東南 アジア各国

に広げ られ るとも思 えないが、経済情報でのひ とつの国際協力の方式 を提示 しているとい
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え る 。

(2)東 南 アジアの情報セ ンター

経済情 報 をめ ぐる日本 と東南 アジア各国のニーズは同一方 向に向か ってい る。 キー ワー

ドは 「よ り速 く、整合 的で、 コンピュ一夕ライズ ド」であ る。 日本のユーザーは速報性が

あって、国際標準に合致 した情報 を求 めているし、東南ア ジア各 国は国際的に評価 される

情報を、 しか もコンピュータライズ してデータベース化 しようとしている。

い ま、仮 にマ レー シアのマハ テ ィール首相が提 唱 して い る 「東 ア ジア経済協 議機 構

(EAEC)」 といった東南 アジア経済圏をめざす動 きが具体化すれば、一気 に 「東南 アジア

情報センター」 とい った新 しいデータベース基地構想が浮上 する地合 いにある、 とい える。

東南 アジア経済圏の本部 に中型の コンピュータを置 く。データ収集は各国で行 い、いっ

たんワー クステー ション ・レベ ルの コンピュータでサテライ ト・データバ ンクをつ くり、

本部のホス ト・コン ピュータを含 めLAN(ロ ーカル ・エ リア ・ネ ッ トワーク)を 構成 す

る。理想は分散処理型 の情報ネ ッ トワークである。最低限必要な数値 と記事の情報 を系統

だててバ ンクす る。

同一経 済圏 とい った合意があれば、データの基準化 も容易であろう。この一環 として「グ

リー ンGNP」 や 「東南 アジア金融イ ンデックス」といった新 しい指標 の開発 も共同で手が

けて行 ける。

基礎的な情報 を整備 した ら、次 にはマルチメディア といった音声、映像 をも取 り込 んだ

総合的 な情報 センター をめざして行 けば良い。

(3)マ ルチ言語メデ ィアの共 同研究

東南 アジア各国の共通 の目標 にな りうるプロジェク トのひ とつが「マルチ言語 メデ ィア」

の共同研 究であろう。

日本で は英和、和英 の双方向自動翻訳 システムがだんだん と軌道 に乗 って きている。一

方、韓国、中国、台湾 な どで 自国語 と英語 の自動翻訳への挑戦が始 まっている。

こうした試みを集 め るだけで も、英語 を媒介に しなが ら日本語 か ら中国語やハ ングル語、

逆 に中国語やハ ングル語 か ら日本語への 自動翻訳が可能 になる。

た とえば東南 アジアの情報ベ ンダー と機械翻訳 を手が けている情報機 関に呼びか けて、

情報 と言語の範囲 を限定 した中で、試験的にマルチ言語 メデ ィアの実験 を始めて も良いの

ではないだ ろうか。

日本 は情報鎖国だ といわれ る。 日本語 とい う障壁が招いているいわれのない批判で もあ

るが、率先 して この障壁 を打破 する努力が必要である。 それにはマルチ言語 メディアの開

発でイニ シアテ ィブをとることが早道 のように思われる。
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5.マ ー ケ ッ ト情 報 に よ る国 際 協 力

マーケ ッ ト情報 に対す る明確 な定義があるわけではない。マーケ ッ トに影響 を与 える情

報 はすべてマーケ ット情報 と言 って差 し支 えな く、刻々世界か ら発信 され るニュース も立

派なマーケ ット情報である。 しか し、 ここではいわゆる情報ベ ンダー と呼 ばれる専門業者

か ら、マーケッ トに直接携わっている事業 または従事者(機 関投資家や証券 ・金融会社)

に対 し、提供 されるオ ンライン ・リアル タイムの情報サー ビスに対象 を絞 って論ず ること

にす る。

情報ベ ンダー事業は一般 にサー ビス提供に巨額の先行投資 を必要 とし、 また世界的 に競

争が激 しい産業であるため、いわ ゆる国際協力の概念 にそぐい難 い。だが、①情報 の共有

化=グ ローバル化が経 済活動のボー ダー レス化(国 境 なき市場)を 招 き、結果 として資源

の より効率的な再配分 を促す②途上国マーケ ッ ト情報ベ ンダーへの参入 を支援す る一一 と

い う2点 に、国際協力の観点が見 出だせ よう。

5-1情 報ベ ンダー と発展途上国

情報ベ ンダーには、世界的大手業者で ある英国の ロイター通信社 をは じめ、米 国のテ レ

レー ト社、日本 ではQUICKな どがあ る。例 えばロイター通信社 はかつて新聞・ラジオ・TV

な どにニ ュース を提供 すること通信業務 を本業 して きたが、現在売上高の80%は マーケ ッ

ト情報 と電子デ ィー リングか らの収 入 となってお り、情報ベ ンダーの方が主要事業 にな っ

ている。 テレレー トもAPダ ウ ・ジ ョー ンズ社 の一部門である。 これ ら大手 の情報ベ ンダ

ーの提供す る情報は各種 ニュースに とどまらず、証券、金融、為替、商品な どの相場お よ

び市場情報な どか らな り、いわば総合情報機 関の性格 を持 っている。だが、情報ベ ンダー

の中には、国債や為替、金利先物、商品な ど特定分野に強みを発揮 する情報 ベ ンダー も数

多 く存在 する。 また、巨大 なヒス トリカル ・データを持つ業者か ら、単 に現在 の相場 を迅

速 に伝達 することを特色 とす る業者 な ど、規模 もまちまちである。 さらに、市場関係者が

情報 をよ り活用 出来るように、各種 の分析情報や、場合 によって は分析手法 を情報 ととも

にサー ビスす る業者 も出ている。

これ らのサー ビスが受 け入れ られるには、受 け入れ側 国 ・地域で一定程度の市場が成熟

していることが不可欠の条件であ る。 マーケ ッ ト情報はオ ンライ ン ・リアル タイムで遅滞

な く提供 され、それ をきっかけに(あ るいは参考 にして)市 場 で取引が行 われ るわけだか

ら、少 な くとも市場 メカニズムが機 能 している国、あるいは市場 メカニ ズムを利用 しよう

とする者でない とマーケ ッ ト情報産 業は意味を持たない。 しか も、前述 した ようにマーケ

ッ ト情報サー ビスの背景 にはかな りの設備投資 とリアル タイムのための専用通信回線使用
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が必須条件 のため、サー ビス料金 はかな り金額 となる。つ ま り、その費用負担 に耐 えるだ

けの営業成果 を上 げ得 るユーザー側が存在するのでなければ、サー ビスは実現で きない。

5-2経 済 成 長 とマ ー ケ ッ トの 拡 大

こうした観点か らみると、最近急速 に市場経済メカニ ズム を導入 し始 めているロシアや

東欧諸国は市場機能が まだ未成熟だ し、通信回線の普及 もいま一つだ。 また、南米諸国 は

概 して社会 の安定度 に欠 ける。結局、一定の社会の安定や市場経済の成熟度 か らみて、情

報産業 に とって魅力 あるのは、先進諸国以外ではASEAN(東 南 アジア諸国連合)、NIES

(新興工業 国 ・地域群)に 落 ち着 こう。中国 もまだ緒についたばか りであるが、株式市場

の育成 に懸命であ る。

(1)高 度成長続 く東 ・東南 アジア

ASEAN、NIES諸 国 ・地 域 の経 済 成 長率 は先 進諸 国 の それ2～3%程 度 で と どま って い

るの に対 し、 依 然5～10%と い う高 成長 で推 移 して いる。 ここ3年(93年 は 予測)の 実 質

成長 率 を単 純 平均 す る と、 中国 が9.6%、 マ レー シア8.3%、 タ イ7.9%な どで 、比較 的低 い

方 で も香港5.0%、 イ ン ドネ シア6.2%、 韓 国6.3%、 台湾6.5%な どフ ィ リピ ンを除 い て は

か な りの成 長 率 とな る。(表1参 照)

中で も、 香 港、 シ ンガ ポ ール は1人 あた り国民総 生産(91年)が1万3000ド ル～1万4000

ドル と日本 の半 分近 くに達 して お り、EC(欧 州共 同体)の 統 合 が 足踏 み して い る昨今 、 世

界 の 「成長 点 」 の役 割 は まだ 当分 この地 域 が担 う こ とに な りそ うで あ る。

表1マ ーケ ッ ト情 報 に よる国際協 力

基 礎 デ ー タ

シンガポール

日本

実 質 経 済'914.1

成 長 率923.5

(%)93予NA

経 常 収 支91729

(億 米ドル)92818
93ii手NA

人 口12392

(91年 央・万人)

■ 人 当 た り27196

国 民 総 生 産

(91年 来ドル)

(注)
野 村 ア ジ ア 情 報
NR工 財 界 観 測

ア ジ ア 月 報
経 済 統 計 月 報

ASIA1993
FAREASTERN

他

銅

8.4

5.0

5.5

-87

-40

-10

4327

台湾

7.3

6.1

6.5

120

65

58

2056

マレーシア

香港 インドネシア ↓ フィリピン

4.26.68.8-0.1

5.06.08・51.0

6.06.07.73.5

25-41-44-10

15-33-34-14

5-30-28-22

5751861218176287

↓

6.7

5.3

6.1

42

49

52

276

タイ 中国

8.27.7

7.511.0

8.010.O

-76138

-61NA

-78NA

5692115078

64988788143946382479723132361604320

表 ■ の 以 下 の 資 料 か ら 合 成 し た 。

(野 村 総 研)1993年1朋

(野 村 総 研)1993年1尻 目号

(大 和 総 研)1993年1月 号

(日 銀)1993年1朋

YEARBOOK.FAREASTERNECONOMICREVIEW.DEC.1992

ECONOMICREVIEW.VOL:156NO:428JAN1993
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(2)証 券 ・金 融市場 も急成長

ASEAN、NIES諸 国・地域 の市場は経済成長 に伴 って拡大 してきた。証券市場の上場銘

柄数 を例 に取る と、1990年 末か ら1992年9月 末 までの上場銘柄数 は日本で は1627銘 柄か ら

1644銘 柄(東 証1部)と わずか17銘 柄 しか増 えてないのの に、 タイで は94銘 柄増で44%増

とな り、香港95銘 柄 で32%増 、台湾46銘 柄23%増 と大 きな伸び を見せた。 また、PER(株

価収益率)で は日本のそれに比べ ると韓国10%、 シンガポール18%な ど先進諸国の投資機

関 に とって、魅力 ある市場 となっている。 このため、近年、 日本 ばか りか欧米の投資機関

もアジアの可能性 に注目してお り、 この地域 のマーケ ッ ト情報 に対 する需要はきわめて強

い。(表2参 照)

上 場 銘90末

柄 数91末

92.9

時 価 総90末

額91末

(億 米ドル)92.9

PER92.9

株 価 指90業

際91末

92.11

証 券 ・
金 融取

引所

株 式以(現 物)
外の上
場金融
商品(先 物)

表2

日本 韓国 台湾

1627669199

1641686221

1644687245

26905

29299

23447

39.75

証券市場の規模

インドネシア

香港 ↓ マレーシア

299125285

357141324

394143357

109998983474

9551237122364

80610131668NA

10.422.9313.44NA

22848696

22983611

16924663

東 証 ・韓国証取

大 証

名 証

5取引所

TIFFE

債 券

CB他

ユーll円

ユーロドル

円・ドル

国{責

日経平均

TOPIX

T-BOND

(オプション)ユ ーロ円

国 債

日経平均

TOPIX

45303037418

46014297247

36755811286

・台湾証取 ・香港証取 ・ジャカル

・香港先取 タ証取

フィリピン

↓ シンガポーール

153303

161301

168299

47758

578112

831168

NANA

506

556

642

475

584

567

18.0

タイ 中国

214A株6

276A株14

308/A39

＼Bl7

242NA

353NA

54387

16.79NA

6521154613NA

ll52149ユ711NA

12641469865NA

・クアラル ・マニラ証

ンブール 取

証取 ・マカティ

証取
・マニラ国

際金融先

物取

債券 債券 債券 債券 債券

ハンセン指数

・SES・ タイ証取 ・上海証取

・SIMEX・ 深棚証取

債券 債券 債券

ドル・ペソ ユーロ円

ユーロドル

日経γ均

他

(注)表2は 以下 の資 料 か ら合成 した 。
ア ジ ア の株 式市 場(野 村 謹券 ア ジ ア室 ・東 洋 経 済新 報 社 刊 〉
ア ジ ア 月 報(大 和 総 研)

IFRDEALぼATCH

他

1993年1月 号

1993年1月18日 号

ユーロ円

ユーロドル

日経平均

他
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5-3ASEAN、N|ES諸 国 ・地 域 の 市 場 充 実 ・整 備 の 努 力

これ ら諸 国では、 まだ資本の出入 りに関す る規制が残 っている ところが多いが、以下 に

見 られ るように、市場 の充実 にも着々手 を打 っている。

(1)シ ンガポール

①SIMEX(シ ンガポール国際金融取引所)で はユーロ円、 ユーロ・ドル、 日経平均の先

物取引がなされユーロ ・ドルなど4種 類 については先物 オプションの取引 まで行 われてい

る。

②SES(シ ンガポール証券取引所)で は3月 に株式オ プシ ョンを上場 した。

(2)香 港

①HKFE(香 港先物取引所)は ハ ンセン指数オプションを3月 か ら上場 した。

②香港証券取引所 は昨年末に出た株式オプションに関する意見書 をもとに、上場 を検討

中 といわれ る。

(3)マ レーシア

① マレー シアで はKL(ク アラル ンプール)商 品取引所が金融先物 を上場の予定。

②KLオ プ ション金融先物取引所の開設 も見込 まれている。

(4)フ ィ リピン

① マニラ国際先物取 引所が92年11月 に ドル ・ペ ソ先物 を上場 した。

(5)中 国

① 外国か らの投資対象 になる 「B株 」(現 在17銘 柄)を 増加 する積極政策 を当分継続す

る。

②上場対象企業 を国内全土 に広 げる方針である。

③上海、深土川の両証券取引所 のコンピューター接続 を計画 している。

(6)台 湾では94年 初めに国債、株式指数先物の上場を検討中である。

こうした市場 の充実 を図る動 きは、単 に投資機会 の拡大ばか りではな く、投資側 に とっ

て有力な リスクヘ ッジの役割 を果 たすわけで、投資商品が多様化す るほどその市場 は厚 み

を増す とともに、 より魅力的 になる。,

中国 について若干補足する と、 同国では先 に株式取得 のための整理券配布 をめ ぐって一

波乱 あった。 また、上海では 「株 は儲かる」 と一途 に思い込 んで数百万円の穴 をあけ、 自
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殺 した騒 ぎもあった。 日本 におけるバ ブル経済崩壊時次 ぎ次 ぎに明 らかにな った、数々の

不祥事 をみると決 して、 日本 も威張れた ものではなかろうが、中国の識者の 目か らみると

やは りまだ、一般の証券投資 に対す る認識 はきわめて初歩的である とい う。 しか し、 中国

政府 は 「政治は社会主義で も、経済 は市場 メカニズム」の政策 を今後 も精力的 に進 める と

見 られているし、市場 に対 する認識 も徐々に深 まって こよう。

5-4シ ステム化急 ぐ各取引所

情報ベ ンダーは通常取引所会員に しか提供 されない相場情報 を普遍化 し、国内 ・海外の

投資家 にひろ く投資機会 を提供する とい う役割 を果 たしてい る。 しか し、それに も増 して、

各取引所は上場商品の充実、拡大 とともに、 これ ら取引の迅速化 と情報の素早 い伝達が大

きな課題 になっている。取引所 のシステム化 は情報 ベ ンダーの情報取得 に とって もきわめ

て好都合である。

(1)シ ンガポール

①SESは コンピューターが比較的進んでお り、1987年にアジア初のコンピュー ター によ

る店頭取引SESDAQを 導入、88年 にはそれ を米国のNASDAQに 接続 して相互 に終値 を

伝送 している。 さらに89年 にはCLOS(CENTRALLIMITORDERSYSTEM)を 導

入 して取引 を自動化、90年 には振替決済 システム 「スク リップレス ・トレーディング」 を

稼働 させ た。

②SIMEXは93年 をメ ドに自動取引 システムの導入 を予定 しているが、 これは通常 の取

引時間帯外の注文 に応 じるもので、 同取引所 としてはGLOBEXに も対抗 したい との意欲

も持 っている。

(2)タ イ

タイ証券取引所は91年7月 に米国のMSE(ミ ッドウエス ト証券取引所)の 協力で コンピ

ュ ー タ ー を 導 入 し た。大 口 取 引 銘 柄 な ど一 部 はAOM(AUTOMATICORDER

MATCH)を 使 って自動化 しているが、 それ以外 はまだ手動で取引 してい る。 その他、AI

(ADVERTISEMENTOFINTEREST)気 配伝達 システムを導入 している。

r

(3)フ ィリピン

マカテ ィ取引所は米 国MSEと システム化で提携 した。や は りMSEの 自動取引 システ

ムを導入 する。
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(4)香 港

93年 第1四 半期か ら自動取引に移行する。

(5)中 国

①上海証券取引所が90年12月 開所 し、自動売買 システムが稼働 している。

② 深剤取引所 は91年7月 オープ ンし、 自動売買 システムで取引 されている。

③ 中国政府 当局 は両取引所の システムを接続 し、投資家への一層の便宜 を図 る方針。

(6)台 湾

CATS(COMPUTERASSISTEDTRADINGSYSTEM)で 半 自動 取 引 して い る。

(7)マ レー シア

クアラル ンプール取引所 で92年 末に台湾 と同様 の半自動取引 システムが稼働 した。

5-5情 報ベ ンダーの進 出

(1)情 報ベ ンダーの経済協 力的側面

取引所の ソフ ト(各 種商品)と ハー ド(取 引 システムな ど売買の物理的処理能力)の 充

実は世界の投資家 ・投資機関に とっては投資チ ャンスの拡大 を意味 するが、それ らの情報

伝達 に大 きな役割 を果 た しているのが情報ベ ンダーである。

取引所 自身が 自取引所の相場情報 を最終ユーザーにまで端末 を設置 してサー ビスす るケ

ース(ロ ン ドンの証券取引所のTOPIC)も ないではないが
、サー ビス情報 とサー ビス地域

が コス トとの見合 いで限定 される形 にな り、一定以上の市場規模(ユ ーザー数 も含 めて)

がない と、事業 として成 り立 ちに くい。 このため、取引所はその相場情報 を世界 にネッ ト

ワークを張 る情報ベ ンダーに卸売す るケースが圧倒的に多い。

情報ベ ンダーは、広 く深い情報の取得、それ ら情報の高付加価値化、迅速 な伝達、中立

的な経営 スタンスで、投資家の情報需要に応 えている。従 って、有益 な情報取得の可能性

と投資家か らの需要があるか ぎ り、 それ らの情報取得に向 けて行動 を起 こす。

台湾、マ レーシア、 シンガポール、タイ、中国の取引所 にはロイター通信社、テ レレー

ト、QUICK、 ブル ンバーグな どの情報ベ ンダーが1な い し数社が、相場情報 を取引所 コン

ピューター と直接接続 した り、あるいは手入力 に頼 った りしなが ら、刻々の動 きを世界に

伝送 している。

各国政府や取引所 な どが情報ベ ンダーを無条件 に歓迎 しているわ けではないが、ベ ンダ

ーが世界 に発信 する情報が、証券市場に限 らずオ フショアの金融取引 も含めて、 当該国の
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市場の活性化 に役立ってい るいることは否 めない。ASEAN、NIES諸 国・地域のケースで

はないが、例 えば中東のオイルマネーが集中するバーレー ンでは、湾岸戦争以降かってほ

どの勢 いはないが、同国の振興策の柱 の一つに金融セ ンターを掲げてお り、情報ベ ンダー

の進出には担 当省庁である情報省が可能 な限 りの支援 している。

(2)情 報ベ ンダ ー に とって の障 害

①各種 規制

国によってはそ うした情報の取 り扱 いを規制 している。例 えば韓国 は、 ロイター、 テレ

レー トが証券会社 を通 じて リアルタイム株価情報 を取得 し韓 国内でサー ビス していたが、

韓 国政府 は これを違法 としたため、現在 では中止 している。両社 は現在韓国政府 に対 し直

接取引所 か ら相場情報取得 できるよう申請 中である。 しか し、韓国 には リアルタイムで相

場情報 を提供する自国のベ ンダーが存在す るだ けに、成 り行 きはやや微妙 である。 また、

こうした規制 はしばしば当該 国の外資投資規制な どに関連 している場合が多いことも事実

である。

か って日本が資本 自由化 をめ ぐり国をあげて大論争 した ように、ASEAN、NIES諸 国・

地域 もまだ警戒心が完全 に払拭 されているわけではな く、以下 のように外資の国内投資に

対 しかな りの規制が残 っている。

A.シ ンガポール

原則 自由化 しているが、特定業種 について外人持 ち株比率 を制 限 してい る。

B.香 港

原則 自由化 しているが、香港上海銀行 とTV局 は制限がある。

C.イ ン ドネ シア/タ イ

持 ち株比率は49%に 制限。 タイの場合 は証券 ・金融な ど特定業種 に限 り25%ま でに制 限。

D.フ ィ リピン

持ち株比率 は40%以 下。

E.台 湾

非制 限業種 の持ち株比率 は10%以 下。制限業種 は法律 で定 める。

F.韓 国

持 ち株比率 は10%以 下。

② インフラス トラクチ ャー

情報ベ ンダーに とって当該国の通信回線事情 はサー ビスの成否 を左右 するほどの重要性

を持つ。最近、 ロシア、東欧諸国の証券市場強化策が さかんに報 じられ るが、通信 回線の

実態は情報ベ ンダーの要求す る水準 か らは程遠 い。
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ASEAN、NIES諸 国 ・地 域 で通 信 イ ンフ ラが最 も進 んで い るの が香 港 で100人 当た りの

回線数 は44.7回 線 、次 いで シ ンガ ポール の38.8回 線 で あ り、 中国 に いた って は3%以 下 と

い う状 況 で あ る。(表3)

国名

表3

香 港

シ ンガ ポール

韓 国

台湾

マ レー シァ

タ イ

イ ン ドネ シア

フィ リピ ン

中国

アジアの通信事情一一人口100人 当た りの電話回線数

回線数

　年

7

8

19

4

8

(

4

3

O
O

Q
U

7

9
匂

O

Q
U

g
O

∩
)

-

寸1

(90年)

42.70

38.20

31.58

30.87

8.90

2.09

0.74

0.99

0.87*

(注)92年 の デ ー タの 出典 は 、ASEANPACIFICTELECO㎜UNICATION

90年 の デ ー タの 出典 は、ITUYEARBOOKOFCO岨ONCARRIERTELECO岨UNICATION

STATISTICS(た だ し*印 は89年 デ ー タ)

通信回線事情 はおな じ国の中で も都市部 と地方 との格差 はかな りあるので、一概 にこの平

均値 だけで判 断す るわ けにはいかない。例 えば、中国政府 は北京 に銀行、保険、証券会社

などを集 めた北京版 「ウォール街」 を建設す る計画がある といわれ るが、 これが実現す る

と、通信回線 の面で も必要地域 に集 中した整備がなされる ことになろう。

いずれ にせ よ、情報ベ ンダーにとっては、 リアルタイムの情報 を遅滞 な く正確 に届 ける

ため、信頼で きる通信回線 が文字通 り生命線 になるだけに、回線事情 には きわめて神経質

にならざるを得 ない。

5-6途 上 国 マ ー ケ ッ ト情 報ベ ンダー への協 力

これ まで の ところ、 途 上 国 の マー ケ ッ ト情 報 ベ ンダー は存 在 しな いわ けで はな いが 、 あ

ま り知 られ てお らず 、従 って、 それ へ の資本 ・技 術協 力 な どが 行 わ れ たケ ー ス もほ とん ど

な い。 これ は、 グ ローバ ル ・サ ー ビスに まで一挙 に手 を広 げ るか 、 あ るい は、 国 内 に十分

な ユ ーザ ーが 存在 す るか が、 ベ ンダー の存 立 に とって必 須条 件 だ か らで あ る。 この点 か ら

み る と確 か に既存 の大手 マー ケ ッ ト情報 ベ ンダー は 日本 、 欧州 、 米 国 の巨 大 なマ ー ケ ッ ト

を背景 として い る。

ひ るが え ってASEAN、NIES諸 国 ・地 域 や ロ シア、東 欧諸 国 を見 る と、 市場 の規模 や、

ユ ー ザー の厚 みか らみて、 本格 的 なベ ンダー が成長 しに くい環 境 に あ る と言 わ ざ るを得 な

いo
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また、既存 のベ ンダーは情報の信頼性、量、加 工度、伝達の迅速 さ、安定性な どで総力

をあげて競 い合 ってお り、弱肉強食の闘いが繰 り広げ られている。例 えば、 シテ ィーコー

プ傘下のクオー トロンはかつて10万 台あったサービス端末が半減 している。一方で、低廉

な価格設定 と柔軟性に富む システム構成 を売 り物 に米国ブル ンバーグ社 は ここ3年 で端末

台数 を倍増 した。 また、 ポン ト・データは倒産 した。

情報ベ ンダーはいずれ も価値 ある情報の発掘(場 合 によっては創造=ブ ル ンバ ーグ社 は

ニ ュース部門を持 つに至 った)、 先端的な技術 の導入な どに血眼 になってい る。

こうした状況 を踏 まえると、客観的にみてマーケ ッ ト情報ベ ンダーの途上国協 力に対す

る意識 はむしろ希薄 といっていいか も知れ ない。

しか し、情報発信源 としては各情報ベ ンダー とも、先進国以外の地域 を重視 して きてい

る。た とえばダウ ・ジョー ンズ/テ レレー トは途上国の株式 ・金融市場のオ ンライン情報

提供 を本格化 させ る方 針で、当面メキシコを中心 とする中南米諸国のマーケ ッ ト情報 を「エ

マージング ・マーケ ッ ト・サー ビス」 として開始 する。将来 はア ジア地域 に も対象 を広げ

る構 えだ。

いずれにせよ、現時点では、マーケッ ト情報ベ ンダーの活動 その ものが、情報の発信源=

投資対象地域 という意味での途上 国協力の色彩 を持つに過 ぎないか も知れない。

しか し、 それ らの国々の中で小規模なが ら存在す るマーケ ッ ト情報ベ ンダーが力 を持 っ

て くれば、将来それ らベ ンダー との情報の売買(情 報の相互卸売な ど)、 あるいは技術提携

といった形の協力が生 まれて くる可能性 は大である。

まだ、本格化 してないが、UNCTAD(国 連貿易開発会議)は 、「経済情報の よ りよい流

通 が発展途上国の経済発展 を促 す」 とい う狙 いか ら、マーケ ッ ト情報事業者が途上 国にお

いて どの程度存在 してい るかに関 して、調査 を開始 しようとしてい る。マーケ ッ ト情報分

野での途上国への協力 は、 こうした公的機関による地道 なアプローチか ら始 める ことも必

要だろう。
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第3章 国際協力の具体例の検討

1.国 際 協 力 として の発 展途 上 国へ の デー タベ ー ス利 用 支援

2.イ ン ドのIT産 業 の現 状

3.ア ジア太平 洋 経済 協 力 にお ける情 報 分野 の 国際 協 力

4.中 国 の デー タベ ー ス ネ ッ トワー ク

5.環 境 、 気 象 デー タベ ー ス





1.国 際協力 としての発展途上国へのデータベース利用支援

先進国 に於 いては大 学単位 あるいは研究機関等で学術論文等 のデータベース化 が進 んで

居 り、学術機 関内部、 また各機関の間の相互乗 り入れの為のネ ッ トワー ク化 も非常 に高度

な もの とな りつつあ る。

また、 このネ ッ トワーク化 は、国 内に留 まらず国際VAN等 の利用に依 り、世界規模の

ネ ッ トワークに発展 してお りボーダーレスの情報サービスの時代 が実現 している。

1-1学 術 情 報 デ ー タベ ー ス

わが国 に於いて も近 年、学術研究 の発展に伴い、大学等の教育 また は研究機関 において

生み出され る学術情報の量的、質的な増大及び多様化が進み、今後 とも、教育、研究機関

等 における独創的、先端的な学術研究 の振興 を図ってい くために も研究者が必要 とす る学

術情報が迅速、的確 に入手で きる様 な、全国的な学術1青報流通体制が望 ましく、全国の大

学の共 同利用機関 として"学 術情報セ ンター"が 創設され全国の国公私立大学の図書館、

計算機 セ ンター等 をネ ッ トワークで結ぶ学術情報 システムが整備 されつつある。

同セ ンターは我が国の産業界等や諸外国の情報 システム ともリンク して、教育機関、大

学等で生 み出 され る研究成果等 の学術情報 を産業界や国公立試験研究機関等の研究者 に提

供サー ビスす るとともに、諸外 国の大学、研究機 関へ も紹介す ることで我が国の研究者の

研究成果等の情報 を国際的 に迅速かつ広 く流通 させ世界 の学術研究 の進展に貢献 する とい

う観点か らも極 めて有益 であろう。

一方途上国 に於 いては、一般 的に予算はあまり大 きく取れず教育機 関等 において最新の

図書、文献等の入手、整備 も困難 であ り特 に最新の情報 を備 えるこ とは非常に難 しいのが

実情で ある。

途上国の教育機関 に とって、先進国の科学技術文献のデータベースは情報の宝庫 であ り

利用が望 まれている。

発展途上国で も国際VANの ノー ドが あれ ばこれに加 盟す るだ けで上 記のデー タベー

スに簡単 にアクセス出来 るが、 ノー ドを持たない国では公衆 国際電話回線 を通 じて接続 し

てアクセ スする方法 しかな く、国際電話の利用料金が高価 であるため気楽 に利用 出来ない。

国によっては国策 として国際回線 を借 り上 げて先進国の国際VANを 通 じて、学術情報

ネ ッ トワー クに加盟 している ところもある。
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1-2電 子 メ ー ル

近年、時間帯 を問わず個人 レベルで も迅速 な情報伝達、データ交換 等を可能 とす る手段

として電子メールサー ビスに対す る需要が高 まっている。特に途上国の教育機関、大学等

での研究者個人 レベルの通信、情報交換等 に威力 を発揮す ると思われ る。

文献 データベースが整備 された場合で も、 その著者に対す る問い合わせ等の通信の手段

として電子 メール を同 じ設備 で利用 出来 る様 にす れ ばい っそ う効果 が あが り、通 常 の

VANネ ットワークヘアクセス も出来 る様 にすれ ぼ電子 メールの利 用度 も拡大す る と思わ

れ る。

学術情報 データベースへのアクセスが可能 となれば必然 的に、国内、国外 の他のデータ

ベースへのアクセス もで きる様 にな り途上国か らのわが国の商用 データベースの利用 もで

きる様 にな る。

現在 のODA援 助計画制度の一環 として、これ ら発展途上国の教育機 関が、わが国の、学

術情報 のみな らず一般商用 データベ ースに もアクセ ス出来 る様な設備及びサー ビスを供給

する ことへの技術、経済援助 は、わが国か ら発展途上国への最 も効果のあ る真の国際協力

のあ り方ではなか ろうか

現在のODA援 助計画制度 を利用する為 には各援助対象国 よりわが国の政府 に本計画へ

の無償援助 の要請書が提出 され なければならず、援助計画はニ カ国間だけに限定 され るこ

とになる。

しか し本計画の運営上、特 にわが国、国内でのネ ッ トワー ク運営の為に も一対一の専用

回線ではな く途上国共通 の学術情報 データベースの専用通信網(ネ ッ トワーク)と して構

築 するほ うが有利 である

この為 には、一途上国か ら無償援助の要請があれ ば、同様 な条件 の途上 国の教育機関の

現状 も調査 しネ ッ トワー クを構築す る為の参考 とするこ とが望 ましい。

1-3本 計画実現の為のネッ トワーク構築上配慮 を要する事項

●途上 国国内に於 ける端末 またはパ ソコン通信系(端 末 間通信)の 考 え方(通 信 の信頼

性への要求、アクセス相手の広が り等)

●大学ネ ットワークへの参加(イ ンターネ ットア ドレス、プロ トコル等の管理。ハ ッカ

ー対策)

●費用負担の考 え方、習慣

●途上国側のアクセス、通信事情(制 度、 システムレベル、等)

●適用す るVANを 含めた国内、国際ネ ッ トワークの有無

●途上国ユーザー側の メンテ能力
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1-4計 画実施方法試案

途上 国の教育機 関内部で も各校内でLANを 構築するケース も多いが今 回のケーススタ

デ ィでは、独立 したパ ソコンを使用す るもの と考 える。途上国の数 を10国 、各国で大学 が

10校 あ り、各校で端末が10台 程度 の規模が考 えられ る。

途上国国内のアクセスは全 て電話回線 を使用すると仮定すれば援助 の対象 となるものは、

これ ら端末 を集線 した後か らわが国の大学 ネ ットワークにつなぎ込 む設備であろ う。

途上国 とい えども各 国には公衆通信の企業体が あ り、国内、国際の通信が行 われている

ので、各 国内の教育機関 よ り途上国の対わが国窓 口のゲー ト設備の入 り口までは、一般の

公衆電話網(PSTN)ま たはアナログ専用回線 を使用す る2通 りが考 えられ る。

援助対象の設備 として考 えられ るのは、途上国国内においては、国際回線 を効率良 く利

用す る為 の小容量 のパケ ッ ト変換多重化装置(PAD)で ある。

この装置 は、わが国のデータベースに直接接続 するものであるので、イ ンター フェース

等の接続条件 をわが国の窓 口のゲー ト入 り口に合わせて決 めなけれ ばならないが、 この装

置 はで きれば現地 の通信企業体 に依 って運用 され ることが望 ましいので、現地企業体 とも

協議の上、容量等 を定 めることが望 ましい。

現地側 に設置す るPADと しては、PCベ ースの簡易型か ら、本格的 な小型パケ ッ ト交換

機 までい ろいろあるが、機器が開発途上 国に設置 されるため、障害時 の対応 を考慮 し二重

化構成が望 ましい。

途上国側 に設置 される機器 は、特 に現地の公衆通信企業体 に運営 を任せ る場合 には、将

来現地側で もローカルなデータネ ッ トワークが構築できるよう拡張性 を考 えることが望 ま

しい。

本援助計画の主 旨 として、現地の教育機関が無料 または低料金でデータベースのサービ

スを利用で きる様 にす るための ものであ り、現地 の通信企業体 の了解 を得 て、わが国の入

口までの低料金 また は無料のの直通 回線 を、設置 しなければな らない。

この協力が得 られない場合には、現地か らの直通 回線 を作 るための機器 の購入及 び通信

回線 を確保す るための資金援助が必要 とな ろう。 また国際直通回線 を作 る場合 には、わが

国に於 いて も通信企業体例 えばKDD等 の了承 を得ることが必要で あ り、 これ に対す る経

費 も援助 の一部 となる。

殆 どの途上国が国際回線 として衛星通信 を使用 しているので、本計画で必要な直通回線

にはアナ ログ とデ ィジタルの場合が あるが衛星 回線 を利用する ことが最 も簡単であ ろう。

わが国での国内で専用線 を使 う場合 も、同様 に通信企業体 と協議の上、経費 を援助 の一

部 として負担す る事 となる。

わが国の国内の設備 としては、 この援助 を制度化 した場合 には、将来途上 国の加入が増

加 する ことを考慮す ると、国内の通信企業体 と大型の窓口専用 のゲー トを契約す るか、或
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いは大学ネ ッ トワークの内部 または独立 に、将来増設可能な、対途上国窓口専用のゲー ト

を増設或いは新設することが考えられる。

この窓 口の機器 としては、一般の公衆回線用の設備 を借用するか、或 いは中型のパ ケ ッ

ト交換機 を設置す ることが考 えられ、大学ネ ッ トワーク との接続 は、デ ィジタル専用線 を

利用または設置す ることが望 ましい。

PCの 下位 レベルのプロ トコルは、ダイアルアップ接続の場合は無手順、専用線接続の場

合 は、X.25と す る。

日本 に設置 されるパ ケ ッ ト交換機 と大学間ネ ッ トワー クのプロ トコールは、X.75と 仮定

する。

データベース・アクセスのためのPC－ コンピュー タ間の上位 プロ トコル、セキュ リテ ィ

チ ェック、課金等は、大学の ホス トコンピュー タとPC間 のや りとりとする様、協議 して決

めなけれ ばな らない。

以上の前提条件 をもとにネッ トワークの構成案 を図に示す。

図 ネ ッ トワークの構成案
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1--5援 助計画必要資金の試算

途上 国への無償援助 を考慮 した場合の資金需要は、設備投資分 とサー ビス料金分 となる。

設備投資分 としては、前記の数量 を仮定する と(10カ 国、各国に10校 、端末10台)、 現地

側での設備 として約2.5億 円 となる。 日本国内の設備 として1億 程度 とな り、総額3.5億 、

全端末機器代金4～5億 円を含 めて も8億 円程度 となる。

この他、サー ビス料金分 として、各国への専用国際回線の リース料が必要 となる。 また

INTELSATの 料金の 目安 として、電話 回線 リー ス料が、1電 話回線 当た り両端で年間約2

万 ドル程度が考 え られ る。

国内ゲ ー トの設備 に、公衆 回線 を利用する場合 にはこのサービス料金の支払が援助 の一

部 となる。

つ まり設備援助資金 として約8億 、 また年経費約3億 円の予算が獲得出来れ ば、10カ 国

の開発途上 国に本当の意味での技術援助が可能 となる。

途上国で生 じる衛星通信 回線使用料な どの年経費 は、将来現地の通信企業体が本計画の

設備 を流用 してデータ通信等で収益 を上 げる様 になれば、途上国側の負担 とな るであろう。

現在 の 日本政府 のODA援 助が、 とか く日本 の企業への援助で ある との批判が多い今 日、

開発途上 国の教育機関 にわが国の学術情報及 び一般商用データ ・ベースを利用 出来 る様 に

する為 の途上国への技術協力および無償援助 を提言することが好 ましい と思われる。
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2.イ ン ドの情報産 業の現状

2-1イ ン ドlT産 業 の現 状

2-1-1概 要

イ ン ドソフ トウ ェア産 業 協会(NationalAssociationofSoftwareandServiceCom-

panies:NASSCOM)の 資料 に よれ ば、1991-92年 のIT産 業 の総 売上 げは、 目標 額270億

ル ピー(10億 ドル)を 突破 し、272億 ル ピーで あ った。1990-91年 の212億 ル ピー に比 べ、

28.3%の 増 加率 で あ る。1982-83年 の10億 ル ピー に対 して27倍 に まで成長 し、 この9年 間

の初 期 の60-70%の 増加 率 か ら、20～30%の 控 え 目な増加 率 に移行 してい る。

しか し28.3%と い う増加 率 は、政 府 の耐 久 圧 力、輸 入 規制 、LCの 利 ざや 金、生 産 と引 き

渡 しの遅 れ 、 需要 の飽 和 等 の背景 を鑑 み る と決 して低 くはな い。産 業 界 は、 よ り良 い増加

率 を期待 で きる し、 今 や、 国 が とるべ き経 済 方 針 と貿 易政 策 は確 立 して きた。

ソフ トウ ェア産 業 の1991-92年 の対 前 年比 は58%の 増 加率 で あ った の に対 し、 ハ ー ドウ

ェア産 業 の 対 前年 は、僅 か15%の 増加 で あ った。

イ ン ド企 業 は、ハ ー ドウ ェア、周 辺機 器 の質 を意 識 し、ソフ トウェア企 業 はISO(lnterna'

tionalOrganizationforStandardization)9000の 履行 を 目指 して い る。

2-1-2ハ ー ドウ ェア産 業 の現 況

IT産 業 の総 収 益 に 占 め るハ ー ドウ ェア産業 の収 益 は、減 少 し続 けて い る。1986-87年 に

53%で あ った ハ ー ドウ ェア産 業 の シ ェア は、1991-92年 に は45%以 下 に減 少 した。1991-

92年 の収 益 は122億1,000万 ル ピー で、対 前 年 比15%の 増加 率 で あ った。

収益 の 占め る割合 が 減 少 した とい っ て も、PCは 今 や他 の電 気製 品 と同 じ よ う に消 費者

の注 目 を集 めて い る。 ワー クステー シ ョン、 ミニ コン ピ ュー タ、 ス ーバ ミニ コン ピ ュー タ

も適 所 にて利 用 されて い る。特 に成 長 して い る分 野 は、製 品 の信 頼性 管 理 、 ネ ッ トワー ク、

イ ンテ グ レー シ ョンで あ る。

国内 向 けハ ー ドウ ェア産 業の1991-92年 の収 益 は96億8,000ル ピー で 、対前 年 比12.5%の

増加 率 だ った。輸 出 は1990-91年 に対 前 年比 は18%の 増加 率 で あ った が、1991-92年 には

23.4%の 増加 率 に伸 びた 。

ハ ー ドウ ェア の技術 革 新 は、1991-92年 に は特 に見 られな か った。 マ イ ク ロコ ン ピ ュー

タの収 益 は46億1,000万 ル ピー で、1990-91の41億8,000万 ル ピー に対 して10.3%の 増加 率

とな った。1990-91年 にお いて花 形 だ った ワー ク ス テー シ ョンは、1991-92年 には2%減
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少 し、 収 益 は9億300万 ル ピーで あ った。 ミニ コン ピ ュー タ は17.11%の 順 調 な増 加 率 で 、

今 や67%の マ ー ケ ッ トシ ェア を占 めて い る。

2-1-3ソ フ トウ ェア産 業 の現 況

1991-92年 の ソフ トウ ェア産 業 は順調 だ った。輸 出は対 前 年比72%の 増 加 、 国 内 向 け は

42%の 増 加 率 だ った。

デー タ コ ミュニ ケー シ ョン リン クの改 良 に よ り、 ソフ トウ ェア会 社 は更 にオ フ シ ョア開

発 に注力 してい て、 オ ンサ イ トサ ー ビスか らオ フ シ ョア開 発 へ の明 白 な シ フ トが見 られ る。

1991-92年 のオ ンサ イ トサ ー ビス は約61%、 オ フ シ ョア 開発 の38%の 割合 で あ った。

パ ッケ ー ジ とオ ー ダ メ イ ドの ソ フ トウェ アの売上 は、1990-91年 の2億 ル ピーか ら、1991

-92年 に は対 前年 比217 .3%の 増 加 率 の6億6,000ル ピー とな った。 国 内向 けパ ッケ ー ジソ

フ トウ ェア の売上 は、 海 外 向 け を圧 倒 して い る。パ ッケ ー ジ ソ フ トウェ アの売上 と在 庫 は

5億6,000ル ピー で、 国 際 標 準 か らみれ ば決 して 多 くは な い が、 ユ ー ザ ー が ロ 一 夕 ス、

dBase、MS－ ウイ ン ドウ ズに代 金 を支払 う よ うにな った こ とを示 して い る。

コンサ ル タ ン シ イ他 全 ての ソフ トウ ェア に関す るサー ビス を含 むカ ス タマ イ ズ ドソ フ ト

ウ ェアは、 国内 向 け、 輸 出市場 向 け ともに成長 し続 けて い る。

企 業別 で は、 タタ コ ンサ ル タ ン シ イ社 が 、 イ ン ドの情 報 産 業界 で トップ に立 ち、1991-

92年 の 輸 出額 は13億2,000万 ル ピーで、1990-91年 の8億 ル ピー に比 べ65%の 増 加 率 で あ っ

た。 また、 国 内市場 向 け の収益 で は、3億2,000万 ル ピー を占 めた。

2-1-4周 辺 機 器 、 メ ンテ ナ ンス、 トレー ニ ング

ハ ー ドウ ェアの成 長 率 の鈍化 は、周 辺機 器産 業 に もイ ンパ ク トを与 え、1991-92年 の収

益 は24億2,760万 ル ピー だ った。 しか し輸 出 は14.45%の 増 加 率 を示 した。

情 報 産業 の トレー ニ ング部 門 は好調 で、1991-92は10億4,000万 ル ピー の収 益が 見 積 られ

て い る。 これ は対 前年 比21%の 高 い増 加率 で あった 。 コン ピ ュー タ の設 置 台 数 の増加 に伴

い、 コ ンピ ュー タ要員 の需 要 と供 給 の ギ ャ ップは大 き くな ってい る。 トレーニ ング部 門 は

今 後大 き く伸 び るで あ ろ う。

メ ン トナ ンス は、1991-92年 におい て、22億6,000万 ル ピーの収 益 をあ げ、対前 年 比25.5

%の 増 加 率 で あ った。

2-一一1-5国 内 向 け ハ ー ドウ ェ ア 、 ソ フ トウ ェ ア 産 業

国内向けハー ドウェア産業 は順調な成長 を示 して、過去5年 間の年平均増加率 は、36.6

'》 、
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%で あった。ハー ドウェア産業の大部分 は、SKD組 立 てであ り、付加価値の ある製品は少

ないが、 この増加率は国内市場 のコンピュータの需要の拡大 を示 している。

国内向 けソフ トウェア産業の過去5年 間の平均増加率 は、29.2%で あった。国内向けソ

フ トウェア産業 の成長が緩 かなのは、 ソフ トウェアの知 的所有権 の侵害 による ところが大

きい。

表1国 内向けハー ドウェア産業 とソフ トウェア産業の推移
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2-1-6輸 出向 けハ ー ドウ ェア、 ソ フ トウ ェア産 業

輸出向けでは、ソフ トウェア産業の過去5年 間の平均増加率 は40.34%で あった。1986-

87年 の5億 ル ピーか ら、1991-92年 の43億 ル ピー まで緊実な成長 を とげた。

一方、ハー ドウェア産業では、年 ごとの増加が一定 していない。輸出対象地域 もルピー

で支払 える東 ヨー ロッパ を主な市場 としている。 この輸出の大部分 は ドル換算 される と収

益 にな らない。

表2輸 出向けハー ドウェア産業 とソフ トウェア産業の推移
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表3イ ン ドにおける情報産業

1986-87 1987-88 1988-89 1989-90 1990-91 1991-92

Rsm US$m Rsm US$m Rsm US$m Rsm US$m Rsm US$m Rsm US$m

ハー ドウエア

国内 向け

輸 出向け

小計

2100

450

2550

160

34

194

3040

530

2570

225

39

264

4300

1500

5800

287

100

387

6750

2500

9250

386

143

529

8500

2050

10550

436

105

541

9680

2530

12210

423

111

534

ソフ トウェア

国 内向け

輸 出向け

小計

900

500

1400

69

39

108

1050

700

1750

78

52

130

1400

1010

2410

93

67

160

1700

1750

3450

97

100

197

2250

2500

4750

115

128

243

3200

4300

7500

140

179

319

メンテナンス

その他

410

470

31

36

580

640

43

47

1020

1030

68

68

1480

3200

85

183

1800

4100

93

210

2260

5230

99

228

合計 4830 369 6540 484 10260 683 17380 994 21200 1087 27200 1180

(NASSCOM)

表41991-92に お け る ソフ トウ ェア産 業 の内訳

国内向け ソフ トウェア 輸 出向け ソフ トウェア

百万ル ピー 構 成 比 百万 ル ピー 構 成 比

タ ー ン キ ー 1440 45% 一 一

専 門サー ビス 一 一 2580 56%

在庫 ・売上管理 560 17.5% 一 一

生産 ・包装管理 640 20% 344 8%

コンサルタ ンシイ 96 3% 903 25%

トレLニ ン グ 224 7% 一 一

データ処理 112 3.5% 185 4.3%

そ の 他 128 4% 288 6.7%

合 計 3200 100% 4300 100%

(NASSCOM)

表5輸 出向けソフ トウェア企業上位15社

順位

1

2

3

4

5

6

7

8

8

10

11

12

13

14

15

会 社 名

タ タ コ ンサ ル タ ン シ ー サ ー ビ ス シ ー ズ

タ タ ユ ニ シ ス

デ ジ タ ル イ ク イ ッ プ メ ン トイ ン デ ィ ア

シ ー メ ン ス

シ テ ィ コ ー プ オ ー バ ー シ ー ズ ソ フ トウ ェ ア

PSIデ ー タ シ ス テ ム ズ

バ トニ デ ー タ シ ス テ ム ズ

ウ ィ プ ロ シ ス テ ム ズ

テ キ サ ス イ ン ス ツ ル メ ン ト

デ ー タ マ テ ッ ク ス

ICIM

イ ン デ ッ ク ス コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ

イ ン フ ォ シ ス テ ク ノ ロ ジ ー ズ

リー サ ン イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン マ ネ ジ メ ン ト リ ソ ー シ ー ズ

イ ン タ ナ シ ョ ナ ル イ ン フ ォ ル マ テ ィ ク ス ソ リ ュ ー シ ョ ン

輸 出額(百 万ル ピー)

1,320

392

206

162

153

135

105

105

102

80

78

76

74

70

50

(NASSCOM)
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表6国 内向けソフ トウェア企業上位15社

順位

0

1

9
"

?
∪

4

5

1
⊥

1

1
⊥

1

1
⊥

-
↓

名 売 上 額(百 万 ル ピ ー)

タ タ コ ンサ ル タ ン シ ・一輪ーサ ー ビ ス シ ー ズ320

プ レ ッ チ コ ン ピ ュ 一 夕 ズ99

タ タ ユ ニ シ ス97

M.N.ダ ス タ ー&カ ン パ ニ ー65

ソ ナ タ ソ フ トウ ェ ア56

オ ン ワ ー ド コ ン ピ ュ ー タ テ ク ノ ロ ジ ー ズ47

デ ー タ マ テ ィ ッ ク ス45

ウ ィ プ ロ シ ス テ ム ズ45

ロ ル タ イ ン デ ィ ア42

マ フ ァ タ ル コ ン サ ル タ ン シ ィ サ ー ビ シ ー ズ39

1TC37

マ ス テ ッ ク36

NIIT30

ヒ ン デ ィ トロ ン コ ン ピ ュ ー タ ー ズ29

ゼ ニ ス コ ン ピ ュ ー タ ー ズ28

(NASSCOM)

図11991-92年 の イ ン ドに お け る ソ フ ト ウ ェ ア 輸 出 先 内 訳

「 一 一 一 一 コLU
.S.A

そ の 他

ヨ ー ロ ッパ

南西 アジア

西 ア ジ ア

日 本

62%

6%

19%

%

%

4

4

5%

(NASSCOM)

表7イ ン ドにおけるソフ トウェア企業上位200社 の本社立地状況

都市名

Bombay

Bangalore

Calcutta

Madras

Hyderabad

企業数

2

8

7

0

2

4

7

7
1

4

3

1

1

1

(NASSCOM)
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2-2国 家 イ ン フ ォル マ テ ィ クス セ ン ター の概 要

2-2・ 一一一1概 要

名 称:NationalInformaticsCenter(NIC)GovermentofIndia

代 表 者:Dr.N.Seshagiri,DirectorGeneral

住 所:A-block,C.GO.Complex,LodhiRoad,NewDelhi110003,India

電 話 番 号:(91-11)436-1504、436-1447

テ レ ックス番 号:61274NICSIN

国家 イ ンフ ォルマ テ ィク スセ ンタ ー(NIC)は イ ン ド政府 に よ り1977年3月 に設 立 され

た。1973年 にNICの コ ンセ プ トが生 まれ 、1977年 に核 付 け を し、1977年 に コ ン ピュー タ通

信 に基 づ く国 内衛 星(Nation-wideSatellitebasedComputer-CommunicationNetwork

(NICENET)の 委託 を引 き継 い だ。 これ は、 政府 内の コ ン ピュー タ に よる情 報 シス テ ム

へ の保 守 的 な障壁 を打 ち 崩 した革 新 で あった。NICは 主 に次 の 開発 の成 功 に よ り国際 的 に

も注 目 され てい る。

(1)中 央 政府 に よ る政 府 情報 の た めの デ リー を拠 点 とす る コ ン ピ ュー タネ ッ トワー ク

(2)ASAID-82の た めの コン ピ ュー タネ ッ トワー ク

(3)地 方 区 、州 、首 都 、 セ ンター を結 ぶ国家 コ ン ピュー タ通信 ネ ッ トワー ク

2-2-2NlCNETの 概 要

イ ン ドの社会 経 済 な らび に他 の全 ての分 野 の発 展 を促 進 をす め た め に、 情報 技術 を有効

に 活 用 す る機 会 と して 、NICは 、 コ ン ピ ュ ー タ通 信 ネ ッ トワ ー ク に 基 づ く国 内 衛 星

(NationwideSatellitebasedComputerCommunicationNetwork:NICNET)の 運 営

義 務 を与 え られ た。NICNETは 、 重 要 な部 門の 地 方 区 デー タベ ー スの 開発 と地 方 区、 州、

セ ンター の情報 交換 の標 準 化 と合 理 化 の た めに計画 され た。 結果 と してNICと 州政 府 は、

あ らゆ る分 野 の意 思決 定 の ため の相 互作 用 の情 報 イ ンフラ ス トラク チ ャを備 える こ とが で

きた 。

NICNETは 、次 の 三種 に よ り構 成 され て い る。

(1)ス ーパ コ ンピ ュー タ(NEC-SIOOO)をNICリ ー ジ ョナル セ ンター(デ リー、 プ ユ

ー ン、 ブバ ネ シ ャ ワル、ハ イ デ ラパ ッ ド)に 設 置 。

(2)ND-550あ るい は相 当 の ス ーバ ミニ コ ン ピ ュー タ を州 の情 報 サ ー ビス提 供 用 と し

て 、州 都 に設 置。

(3)ス ーバPC-ATコ ン ビ ュー一.タシステ ム を地 方 区行 政 サ ー ビス提 供 用 と して、地 方 区

設置 。
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NICNETは 、地 方 区、州 お よび リー ジ ョナル セ ンタ ー間 の情 報 交換 のた め に衛 星 を利 用

して い る。 マ ザー アー ス ス テー シ ョ ンはデ リー に設置 され 、 マ イ ク ロアー ス ステ ー シ ョン

は地 方 区、州、セ ンター 間 の情 報 の流 れ を容 易 にす る。INTELSAT/INSATI-Cが コ

ミュニ ケー シ ョ ン リンク を供 給 す る。

2-2-3情 報 の流 れの展望

どの地方区 も、地方区内の社会経済状況の情報 を収集 し、編集する機器 を設置す るであ

ろ う。 また、州 と地方区の情報 の流れのために州 とのコ ミュニケー ションリンクを設 け、

地方区間の情報交換 は、州 のシステムを通 してのみ とする。

州で は全地 区の システム、更 に州政府 を支援 する。州で は全州政府 と地方区行政 に相互

作用 する機器を備 える。ネ ッ トワー クは高い信頼性 をもち、情報 の流れの効率性のため、

いつで も対応可能 とする。

州、 リージ ョナル更 に国家センターは、 ロー ドを分かつ機器備 え、お互い にバ ックア ッ

プを保存 してお く。

リージ ョナルセ ンターは、各地域の州に技術支援 をす る。 ここでは、高度 なモデ リング

や シ ミュレーシ ョンの研究 のための特別な周辺機器や高処理電力 を供給する。 また、州情

報 の貯蔵庫 とした り、地 方区、州、地域の需要によ り、 ソフ トウェアツールの開発 プロジ

ェク トや高度 な研究 を実施 する。

2-2-4組 織

NICは 、 も とも と、様 々 な イ ン ドの政 府機 関 、州政 府 、地 方行 政 区 に情 報 サ ー ビス を実

施 して い る。NICの 本 部 は ニ ュー デ リー にあ り、 リー ジ ョナ ル セ ン ター は、 ニ ュー デ リ

ー 、ハ イデ ラパ ッ ド、 プ ユー ン、 ブバ ネ シ ャワル に あ る。次 の とお り州 セ ンターが 提案 さ

れ てい る。

州 名

1.Andaman&NicobarIslands(U.T.)

2.AndhraPradesh

3.ArunachalPradesh

4.Assam

5.Bihar

6.Chandigarh(U.T.)

7.Delhi(U.T)

8.Goa

セ ン タ ー 所 在 地

PortBlair

Hyderabad

Itanagar

Gauhati

Patna

Chandigarh

Delhi

Panaji
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10

H

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

Gujarat

Haryana

HimachalPradesh

Jammu&Kashmir

Karnataka

Kerala

Lakshadweep(U.T.)

MadhayaPradesh

Maharashtra

Manipur

Meghalaya

Mizoram

Nagaland

Orissa

Pondicherry(U.T.)

Punjab

Rajasthan

Sikkim

TamilNadu

Tripura

UttarPradesh

WestBengal

Ahmedabad

Chandigarh

Simla

Srinagar

Bangalore

Trivandrum

Kavaratti

Bhopal

Bombay

Imphal

Sillong

Aizwal

Kohima

Bubaneshwar

Pondicherry

Chandigarh

Jaipur

Gangtok

Madras

Agartala

Lucknow

Calcutta

NIC本 部 には、中央政府 に対 し情報サービスを提供するために10の 支援グループ と27の

情報 システム部が ある。

2-2--5 情報システム部

どの部 に もユーザである省庁 にコンピュータに基づ くマネジメン ト情報 システムを開発

す る任務がある。27部 とは次の とお りである。

●

●

●

■

●

●

-
⊥

9
匂

9
」

4

に
J

C
U

会計検査

農業

商業

通信

エネルギー

環境、森林、野生生物
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7.外 務

8.財 務

9.食 品 と市民 サー ビス

10.健 康 、家族 福利

11.自 治

12.人 材 開発

13.産 業

14.情 報 と放送

15.法 律

16.議 会 業務 と旅 行

17.人 事 、苦 情処 理 、 年金

18.石 油 と天然 ガ ス

19.企 画

20.首 相府

21.プ ログ ラム の実施

22.科 学 と技 術

23.鉄 鋼 、鉱 業

24.陸 上交 通

25.都 市開発

26.水 資源

27.社 会福 祉

2-2-6支 援 グ ル ー プ

1.NICの コ ンピ ュー タの メ ンテ ナ ンス とオペ レー シ ョ ンを担 当す るシス テ ムマ ネ ジ メ

ン トグル ー プ

2.NICコ ンピ ュー タネ ッ トワー ク の開発 と実施 を担 当 す るネ ッ トワー ク と通 信 グ ル ー

プ

3.シ ステム ソフ トウ ェ アの開発 とメ ンテナ ンス を担 当す るシ ステ ム ズ ソフ トウ エ アグ

ルー プ

4.様 々な機 関 の ス タ ッフ向 けに トレー ニ ング プ ログ ラ ム を組 み、 啓発 活 動 をす る トレ

ー ニ ング ス クール グル ー プ

5.NIC内 にてCADの 開 発 を担 当す るデザ イ ンオ ー トメ ー シ ョングル ープ

6.オ ペ レー シ ョンズ リサ ー チ とモ デ リ ング グル ー プ

7.人 口知 能 とエ キスパ ー トシス テ ム グルー プ
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8.地 方 区の情 報 シ ステ ム の ソ フ トウ ェア を開 発 す るDISNICソ フ トウ ェア グル ー プ

9.NIC-ICMRMEDLARSSプ ロ ジェク トグル ー プ

10.テ レマ テ ィッ クス グル ー プ

2-2-7各 省 庁 間 の 調 整 の た め の 運 営 委 員 会

次の部門 において、 中央政府 と州政府 間の情報 システムを企画調整 する10の 運営委員会

が設立 された。

1.最 上組織

首相府、PMオ フィス、議会業務、内閣次官、企画委員会、 プログラム実施。

2.農 業 と水部門

農業協力、農業研究 と教育、水資源、地方開発、肥料、食品 と市民への供給

3.産 業部門

産業開発、 ビジネス、化学 と石油化学、公共事業、鉄鋼、鉱業

4.サ ー ビス部 門

テレコミュニケーシ ョン、郵便、情報 と放送、旅行、都市開発、鉄道、民 間飛行、

陸上交通

5.エ ネルギー部門

電力、石炭、核 エネルギー、石油 と天然ガス、原子力

6.科 学技術部門

科学技術、エ レク トロニクス、バ イオテクノロジィ、海洋開発、宇宙、環境、森林、

野生生物

7.財 務 と商業部門

経済業務、収支、商業、供給、織物

8.人 材部門

教育、若者 向け事 業 とスポー ツ、芸術、文化、女性 ・子供 の教育、社会福祉、労働、

人事、研修、業務改革、苦情処理、年金、福利厚生

9.保 障 と政治部門

防衛 、防衛機器 の生産 と供給、防衛の調査研究、外務、国内保全、州、公用語、 自

治、法律

10.地 方 区情報 シス テム

これ らの委員会 では、各部 門における短期、長期 のコンピュごタ化、 コンピュータ

化 の進度 の検討、ハ ー ドウェア、 ソフ トウェア、ネ ッ トワーク、人材の拡大の進言、

省庁、中央 と州政府 の重な りを防 ぐ効率化、人材開発のプ ログラム、セ ミナー、会

議の提案、NICNETを 効率良 く利用するための進言な どが検討 されてい る。
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2-2-8ユ ー ザ 啓 発

NICNETが 全 ての州都、地方 区に普及 してい くにつれて、ユーザの適格 な利用 に関心が

移 ってい った。政府 内の意思決定において適格な情報文化 と情報機器 の普及が必要 とされ、

国家は情報技術 の革新 によ り得 る ところが大 きいであろう。 これ には、初級か ら上級 の充

実 した トレーニ ングプログ ラムが必要で ある。NICNETを 最大限 に利用 できる政府 のユ

ーザを育 てる リージョナルセ ンター と州セ ンターに トレーニ ング設備 を設立する計画 が進

行中である。

2-3イ ン ドに お け るMEDLARSの 利 用

2-3-・-1MEDLARSの 概 要

イ ン ドの生体 臨 床 医学 情 報 の必 要 性 の増加 に伴 い、NICは1987年 にア メ リカ合 衆 国 の 医

学 国立 図 書館(NationalLibraryofMedlcine:NLM)と 契 約 を結 び、NLMの 医 学 文献

の分析 検 索 シス テ ム(MedicalLiteratureAnalysisandRetrievalSystem:MEDLARS)

へ の利 用機 会 を獲 得 した。NICは イ ン ドにお け るMEDLARSサ ー ビスの結 節 点 の役 割 を

果 た し、 イ ン ドMEDLARSセ ン タ ー(IMC)と して 任命 され た。MEDLARSサ ー ビス

は、コ ン ピュー タ通 信 ネ ッ トワー クNICNETに よる国 内衛星 を通 して提供 され る。この ネ

ッ トワー クは全 てのNICの 地 方区450カ 所 よ りア クセ スで き る。NICNETは 、国際 ネ ッ ト

ワー ク と もリンク して い る。IMCを 通 して直接NLMと リンク し、全 てのMEDLARSデ

ー タベ ー ス にア クセ ス で きる
。

MEDLARSの デ ー タ ベ ー ス の 中 で 最 も重 要 な の はMEDLINEで あ る。70か 国 よ り

3,500種 の雑誌 記事 を、看護 学 、歯 科 学、前病 科 学 を含 め る全 般 的 な医学 の 分野 にお いて網

羅 して い る。

1986年 か らMEDLINEデ ー タは、 ニ ューデ リー のNICの ミニ コン ピ ュー タで利 用 で き

る よ うにな った。図 書 目録 の検 索 ソ フ トウェアBRS/SEARCHが デー タベ ー スを検 索 す

るた め に使 用 され てい る。 この デー タベ ー スはNICNETの ユ ー ザ に直 接 ア ク セ スで き る。

他 のMEDLARSの デ ー タベ ー ス もIMCか らの要求 で可 能 で あ る。

2-3-21MCの サ ー ビ ス

1.全 てのMEDLARSデ ータベースか ら生体臨床学の情報 を提供 する。

2.コ ンパク トデ ィスク上 の選択 された生体臨床学のデータベ ースに相互 にア クセス

できる。
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3.150カ 所の国内の図書館で所有す る生体臨床学のカタログのオ ンライ ン。

4.ユ ーザの研修

2-3-31MCの サ ー ビスの利 用 方 法

1.ユ ー ザ は近 くのNICオ フ ィス を訪 問 し調 査 リクエ ス ト票 を提 出 す る。 また、NIC-

NETを 通 してIMCに ア ク セ スす る特定 の 医療機 関 に も提 出 で きる。

2.ユ ーザ は、NICニ ュー デ リー にてCD-NET上 の デ ー タベ ー ス を直接 検 索 で き

る。

3.調 査 リクエ ス トフ ォー ム は、主 な医療 図書 館 やIMCに て入手 で き る。フ ォー ム を

指 示 どお り記入 し、IMCへ 郵送 すれ ば、IMCに て処理 した調 査 結 果 をユ ー ザ返 送 す

る。

2-3-4コ ンパ ク トデ ィス クサ ー ビス

IMCに は、コ ンパ ク トデ ィス ク上 の生 体 臨床 医学 デー タベ ー スの 図書 館 が あ る。LAN上

で マル チ ユ ーザ 、マル チ デ ィス クCDROMシ ステ ム を、デ ー タベ ー ス を調 査 した いユ ー ザ

が 利 用 で きる。 ユ ーザ は コ ンパ ク トデ ィス ク上 の データ ベ ー ス を14ま で ア クセ スす る こ と

が で き る。 遠 隔地 か ら この ネ ッ トワー クに ダイ アル ア ップす る こ と も可能 で あ る。

2-3-5ユ ー ザ

ユーザは誰で もなれ る。IMCの サー ビスは特 に医者、科学者、準医療従事者 に有用 であ

る。

2-3-6ト レー ニ ング設備

トレー ニ ング プ ログ ラム は、ニ ュー デ リーのNIC及 び特 定 の 医療機 関 で、3～5日 間 定

期 的 に実施 され る。

コー ス内容 は次 の とお り。

1.BRS/SEARCHを 使 ってMEDLINEデ ー タベー ス の検 索

2.コ ンパ ク トデ ィス ク上 の 医療 デー タベ ー スの検 索

3.生 体 臨床 医学 雑誌 の カ タ ログ の検 索

図書 館 情報 担 当者 、 医者 、 コン ピ ュー タ専 門家及 び他 の ユ ーザ が この コー ス に参 加

す るの にふ さわ しい。参 加 者 は コ ンピ ュー タ コマ ン ドの基 礎 知識 を要求 され る。
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2-3-7生 体 臨床 医学雑誌のカ タログ

ユ ーザ の望 む雑 誌 の所 在 を探 すた め に、イ ン ド国 内の150カ 所 の医療 図書館 の蔵書 の デー

タベ ー ス を製 作 した。 この デー タベ ー ス は、NICNET接 点 よ り相互 に探 索で きる。

あ る雑 誌 が地 元 の図 書館 で購読 で きな い場合 に は、 コ ピー を次 の図 書館 よ り入 手 で きる。

1.NatioalMedicalLibrary

AnsariNagar,NewDelhi110029

2.IndianNationalScientificandDocumentationCentre

14,SatsangViharMarg,InstitutionalAreaNewDelhi110067

3.主 な 医学 図書館

雑 誌 が イ ン ド国 内 で購 読 で きな い 場 合 は、 一 記 事 につ き12ド ル で米 国 のNLMよ

り、 コ ピー を入 手 で きる。

2-3-8MEDLARSの デ ー タベ ー ス リス ト

MEDLARSは 、医療情報 をデータベース として、世界 で最 も活用 されてお り、次 の とお

りの構成 になっている。

1.AIDSDRUGS

医療試用 として試 された薬物 についての記述情報

2.AIDSTRIALS

医療試用の詳細 な情報

3.BIOLOGICASABSTRACTS

生医学、生命科学、医学 の分野 における最近の研究 の引用 と要約

4.CANCERLIT

雑誌記事、専攻論文、定期出版物、会議資料、報告書、論文 における癌の記録

5.CCRIS

発癌性物質、腫瘍、突然変異誘導物のテス ト結果

6.CHEMLINE

相互科学辞書 フ ァイル

7.CLINICALALERT

NationalInstituteofHealth(NIH),USAよ り、死亡率 に影響 を与 えるうよな重

大 な発見 を発表す る。 これは図表 を含むアプ リケーシ ョンを記述するフルテキス ト

データである。

8.HEALTHPLANNING&ADMINISTRATION
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健 康の企画、組織、財務、経営、人材等に関する文献 レファレンス

9.HISTLINE

医学、関係科学、専門家、機 関、薬物の年代記 と地理

10.HSDB

環境、緊急状況 に関連 する毒物学情報 とその取締 り

11.MEDLINE

1966年 以降の医学雑誌 より7百 万 レファレンスを含 む。

12.OSH-ROM

NIOSHTIC,HSELINE,CISDOCと いう医学データベースより職業上の健康保全情報

13.PDQ

癌患者治療支援 システム

14.POPLINE

人 口、家族計画 に関す る世界の文献の引用

15.PSYCLIT

心理学、健康、宗教、社会科学の国際文献の要約

16.RTECS

95,400種 の毒物 データを含 む

17.SCIENCECITATIONINDEX

100部 門に及 ぶ国際的な科学技術誌の3,300以 上の医学引用

18.TOXLENE

発癌性物質 と環境汚染 を含む有害物質の研究情報の蓄積

2-3-9コ ン タ ク ト先

NICMAIL:ICMR!ROOTorICMR!MEDLARS

Emai1(uunet):nicnit!medlarO!root

Phone:011-4362359

Telex:031-61274NICSIN

Fax:92-11-4362489

Grams:NICNETHQ

Mai1:InadianMEDLARSCentreNationalInformatisCenterPlanning

CommissionABIock,CGOComplex,LodiRoad,NewDelhi110

003

イ ン ドMEDLARSセ ン タ ー は 、 月 曜 日 か ら金 曜 日 の 午 前9:30よ り午 後5:30ま で 開

い て い る 。 土 日 祭 日 は 休 み で あ る 。
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3.ア ジア太平洋経済協力における情報分野の国際協力

3-1は じ め に

近年の東南アジア諸国の経済発展 は、 日本 および米国 ・カナダを含む太平洋諸国の経済

関係 をより一層緊密 な ものにし、 アジア太平洋地域 の相互交流 ・経済協力の必要性 を高 め

ている。経済発展 レベルに格差 のあるこの地域 の経済協力は難 しい問題 を内包 してい るが、

政府間の協議の場 を通 した具体的 な活動 により協力 を推進 してい くAPECが 大 き く進展

して きている。ここでは国際協力 の新 しい枠組 み ともいえるAPECの 概要 を説明 し、活動

の一部 に参加 してい る日本貿易振興会(ジ ェ トロ)が 従来か ら行 っているアジア太平洋諸

国への情報協力について紹介す る。

3-2ア ジア太平洋経済協力(APEC)閣 僚会議

ア ジア太平 洋経 済 協力(APEC:Asia-PacificEconomicCooperation)は 、 ア ジア太

平洋地 域 の持 続 的発 展 の ため 中長期 的課 題 の解 決 を 目的 と し、域 内 各 国 の閣僚 が 参加 し意

見 交換 し、協 力 関係 の指 針 を立 てて い こ う とす る もので あ る。

第 一 回APEC閣 僚 会 議 は1989年11月 にオ ー ス トラ リア(キ ャ ンベ ラ)に て 開催 され、

ASEAN6カ 国(タ イ、 シンガ ポー ル、 マ レー シ ア、 イ ン ドネ シア、 フ ィ リピ ン、 ブル ネ

イ)、 日本、 韓 国、 オ ー ス トラ リア、 ニ ュー ジー ラ ン ド、 米 国、 カナ ダ の12カ 国 が参 加 し、

開放 的経 済 協力 を進 めて い く基 本 理念 を確 認 した 。第 二 回 は1990年7月 シ ンガポ ール で、

第三 回 は1991年11月 に韓 国(ソ ウル)で 新 た に 中国 、香 港、 台湾 を加 えた15カ 国 ・地域 が

参加 し開催 され、第 四回 は92年9月 にタ イ(バ ンコ ク)で 開催 され た。

(1)APECワ ー ク ・プ ロジ ェ ク ト

閣僚 レベルあるいは高級事務 レベルの会議開催 の他に、開放的経済協力 を推進 ・強化 し

てい くための具体的な活動 として、下記10分 野のワー ク ・プ ロジェク トを作 り協力内容 に

ついて検 討を重 ねている。

①貿易 ・投資デー タレビュー

各国間の貿易、投資データの統一や、 データベース化の検討。

②貿易振興

電子情報ネ ッ トワークによる貿易促進 に関す る情報交換。貿易振興 に向けた ミッシ

ョンの派遣、輸出入フェアの開催等 についての検討。

一66一



③投資 ・技術移転

投資 ・技術移転促進のための情報ネ ッ トワーク形成について検討。 テクノ ・パ ーク

建設 の支援。

④人材育成

経営分野 の人材育成 をめざ した国際 ビジネススクールの設置や、産業技術 関連 の人

材 を養成する産業技術研修 セ ンターの設置について検討。域内人材育成機 関のネ ッ ト

ワーク構築。

⑤エネルギー

地域エネルギー ・データの整備。地球環境問題、省エネルギー、技術移転 等につい

て検討。

⑥海洋資源保護

海洋汚染、海 洋廃棄物等 の問題 について検討。

⑦電気通信

域内各国の電気通信の現状 データ整備。電気通信関係 の人材育成。加盟各 国のデー

タ流通 を促進するためのネ ッ トワーク と協力体制(テ レポー ト構想、EDI:Electronic

DataInterchange構 想)の 検討。

⑧漁 業

漁業資源管理、漁獲技術協力、水産物流通等について検討。

⑨運 輸

運輸部門の基盤整備 のための情報交換。域 内運輸 システム技術 の検討。

⑩観 光

域 内各国の観光 に関す るデータ整備。観光振興の障壁調査、観光分野 の教育、訓練

等 について検討。

ワー ク ・プロジェク トの内容 をみると明 らかな ように、データの整備、データベースの

構築、情報交換 な らびにそれ を促進する情報 ネッ トワーク形成が各 ワーク ・プロジェク ト

共通の検討課題 である。域内の情報流通 システムの構築が、協力関係 を緊密 に発展 させて

い く大 きな推進力 にな るもの といえる。

上記10の ワーク・プロジェク トの うち、貿易振興 および投資 ・技術移転の2つ の ワー ク・

プロジェク トには、情報収集、情報交換の作業機関 として ワーキング ・グループ下 の検討

作業に 日本貿易振興会(ジ ェ トロ)が 一部参加 している。

ワーキング ・グループの検討事項 は現在進行 中の ものである。 ここでは ワーキ ング ・グ

ループでの議論 を参考 に、貿易振興、投資 ・技術移転 プロジェク トについて、 ジェ トロ内

部で整理 した資料 に もとづ き活動内容 を少 し詳 しく説明する。
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(2)貿 易振興プ ロジ ェク ト

本 プロジェク トでは貿易促進のための活動 として、 アジア太平洋貿易促進セ ミナーを毎

年1回 各国持 ち回 りで開催 している。1991年5月 にオース トラリアで、92年 は10月 に 日本

(大阪)で 開催 した。 また、国際貿易 フェアを順次各国持 ち回 りで開催 してい く活動があ

り、94年 に日本での開催 が予定 されてい る。

セ ミナー、イベ ン ト、 ミッシ ョン派遣等 を実施 してい く一方、本 ワーキ ング ・グループ

内の情報支援の機能 として、電子情報 ネ ッ トワー クを検討 してい る。現在 シンガポールの

TDB(TRADEDEVELOPMENTBOARD)が 開発 した情報提供 システム を使用 して、

メ ッセー ジ情報 を域内各 国に提供す る方法 を実験 している。

(3)投 資 ・技術移転プ ロジ ェク ト

本 プロジェク トでは、各国テクノパ ーク開発 ・整備 に関する調査研究 を進 めてい く一方、

投資環境情報整備 と投資情報ネ ッ トワークについて検討 を重 ねている。

投資環境情報の整備 にあた って各国が収集する情報 内容 として、

①政治概況

②経済概況

③投資法お よび優遇 措置

④金融市場

⑤労働市場

⑥工場用地

⑦ マーケ ッ ト情報

⑧原材料、二次製品、部品調達

を挙 げている。

また、投資関心企業 に関す る情報 も定型 フォームに従 って調査収集 し、 これ らをデータ

ベース化 し投資情報ネ ッ トワークによ り相互利用す る構想 を検討 している。

(4)今 後の方向

ワーク ・プロジェク トの活動には民間セクターを積極的 に参加 させてい く方向性が打 ち

出されている。 また、データベース情報の利用は原則一般公開に してい く方針である。プ

ロジェク ト毎 に個別 に検 討 してい る情 報 ネ ッ トワー クは、内容 が具体 化 す るにつ れて

APEC全 体のデータベース情報 ネ ッ トワークへ と統一され るであろう。その進展 を踏 まえ

て、プロジェク ト各々の分野 における情報の相互利用 に日本側 の体制 を整備 してい くこと
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になろ う。

当初 は加盟各 国による意見交換の場 であったAPEC閣 僚会議 は、第三回のソウル会議 を

機 に自由貿易 を推進す る国際機構の性格が強 まってきている。第 四回のバ ンコク会議では、

シンガポールへの常設事務局設置が決 まり、フ ァン ドも設立 された。 また新 たにメキシコ、

チ リ、マカオ、モ ンゴル、ベ トナム といった国々がAPEC参 加 に関心 を表 明 している。

アジア太平洋は文化的、宗教的に多様 な地域で あ り、経済 の発展段階 も異 なる。情報イ

ンフラの整備が進 んでいない国は多 い。 この地域で経済協力に関する この協議体 をダイナ

ミックに活用 してい くことは、国際協力の新 しいあ り方 として大 きな意味 を持 つ ことにな

ろう。APECと い う経済協力 に関す る政府間の協議体、その具体的な活動の重要 な核 とな

るのが情報分野のー協力である。情報資源の共同開発、情報活用 システムの共同開発、情報

流通 の促進 といった情報分野の国際協力 を実地に進 めてい く格好の枠組 み とい える。貿易

振興機関 であるジェ トロも従来か らの各種事業展開の成果、経験 を踏 まえて、情報機関 と

して この国際協力 に取 り組 んでいる。

3-3日 本貿易振興会(ジ ェトロ)の アジア太平洋諸国との国際協力

ジェ トロは貿易振興機関 として広汎な事業 を展開 してきているが、80年 代後半 にはいる

と経済大 国 となった日本 にふさわ しい国際協調 をめざして、産業協力、輸入促進事業 を強

力に推 し進 めてきている。以下 にジェ トロのアジア太平洋諸国向 けの国際協力 に関する諸

事業の うちか ら、データベースによる情報提供 に関 して説明する。

APECに お けるワー ク ・プロジェク トの活動内容 に見るように、 日本情報 を海外 に紹介

す る、 いっぽ う海外 の情報 を国内に紹介する、すなわち情報の相互提供 は国際協力の基盤

で ある。本会 も海外 向 け、国内向けにデータベースによる情報提供 を行 ってい るが、 ここ

では海外への情報提供 内容 を紹介す る。

① ビジ ネス情 報

海外44カ 所 の本 会 事 務 所 に設置 したパ ソ コ ンに よ り日本 の ビジネ ス情報 を現地 ビ ジネス

マ ンに提 供 して い る。 ア ジア太平 洋 地域 で は、 米 国、 カ ナダ、 メキ シ コ、 オ ー ス トラ リア、

ニ ュー ジー ラ ン ド、 香 港 、韓 国 、 フ ィ リピン、 イ ン ドネ シア、 マ レー シ ア、 シ ンガ ポ ール、

タイで デ ー タベ ー ス を検 索利 用 で きる。 情 報 は英語 で作 成 して あ り内容 は次 の とお りで あ

る。

(a)PotentialImportersinJapan(日 本 の輸 入 関心業 者)

(b)TradeFairinJapan(日 本 の見 本市)

(c)MarketTrendsinJapan(売 れ 筋商 品 紹介)

(d)MarketApproachinJapan(商 品別 市場 紹介)
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(e)JapanRegionalInvestmentGuide(対 日投資 環 境情 報)

(f)ImportGuidebyCommodity(商 品別 輸 入 手続 き)

(g)QuarterlyEconomicStatisticsofJapan(日 本 の四半 期経 済統 計)

これ らデー タベ ー スは、CD-ROMあ るい は カー トリッ ッジ ・デ ィス クの形 で海外 に送

り、 定期 的 に情報 を更新 してい る。

②貿易統計

日本 と貿易相手国 との貿易動 向統計 も本会事務所にて提供 している。関税統計のオ リジ

ナル品 目分類 をジェ トロ独 自の商品分類 に編集 し、商品の輸 出入動 向の把握 を容易 にした

もので、現地政府機関、貿易振興機関の対 日貿易動向分析に活用 されている。

③ デー タ交換

「PotentialImportersfnJapan」 デ ー タベ ー ス につ いて は、 一部 の貿 易 振興 機 関 に対

して当該 国 ・州 輸 出業 者 デ ー タ との 相互 デー タ交 換 を条 件 に磁 気媒 体 の形 で提供 してい る。

現在 、米 国 カ リフ ォルニ ア州 ・テ キサ ス州 、韓 国、英 国、 フラ ンス、 ポル トガル等 の機 関

と交 換 実施 あ るい は詳細 仕様 につ い て検 討 中 で あ る。米 国 カ リフ ォル ニ ア州 や フラ ンス(ミ

ニ テル)の よ うに この デー タ を 自己 の ネ ッ トワー ク にのせ て情 報提 供 して い る例 もあ る。

一 方相手 方 輸 出業 者 デー タ は
、 ポ テ ン シ ャル ・エ クス ポ 一 夕 ・デー タベ ー ス として 日本 国

内 の ジ ェ トロ事 務 所 でオ ン ライ ン ・サ ー ビス して い る。
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4.中 国 の デ ー タベ ー ス ネ ッ トワ ー ク

4-1は じ め に

中国国家経済情報 システム(StateEconomicInformationSystem:略 称SEIS)は 、

経済統計情報 をは じめ とす る各種の経済関連1青報 を収集 し、検索 ・分析 ・予測な どにより、

経済政策決定支援 をお こな うための全国的規模のオンラインデータベースシステムである。

中国政府 が、円借款 による日本政府の協力 を得て、21世 紀の完成 を目指 して、1989年 以来

建設 を推進 している。

4-2シ ステム構築の背景 と目的

中国 は、1979年 末の共産党大会での経済体制改革の決定 に基づ き、それ までの中央集権

的な経済管理体制 を大幅 に変更 し、経済運営権限を下部機構 や地方へ委譲する政策 を進 め

ている。経済の活性化 、効率化 のためには経済 をある程度 自由なメカニズムに委ね る必要

があ り、企業等個々の経済 主体の活動(ミ クロ)の 自由化 を推進す る必要があるとの考 え

である。一方、 これ を社会 主義計画経済体制の枠組みの中で、国の経済政策 に一致 させ、

資源の適正配分、投資効率 の向上な どを実現す るために、国は国全体 の経済(マ クロ)の

間接的管理能力を向上 させなけれ ばな らない。中国はその広大 な国土 と多様な風土特質 を

抱 え、 またそれ までの指令 的計画経済下では必要性が低か った こともあ り、マ クロ経済運

営 に不可欠 な情 報収集 ・管理体制が比較的遅 れている。SEISは 、 この状態 を改善 すべ く、

電子計算機 と電気通信 とを組 み合わせ、全国の経済情報 を迅速かつ正確 に把握 し、科学的

分析 をお こない、政策決定 や実施 に必要 な情報提供の役割 を担 う ものである。経済改革 と

中国的経済運営 に とって緊急かつ不可欠な基盤設備である。

4-3シ ステムの機能 と全体構造

SEISは 物価、人 口、金融、貿易、工業、商業等の経済情報 を収集 ・加工 して、データベ

ースを構築 し
、 その検索 ・分析 ・予測 などのサー ビスを中央 ・地方政府の経済関連部門や

研究機関、企業 などに提供 する(図1)。 システムは、広範 な経済関連情報 を収集する 「情

報セ ンタ」の総合的経済情報 システム(メ インシステム)と 、経済活動に密接な関係 のあ

る各部門の専門的情報 システム(サ ブシステム)か ら構成 され る。情報セ ンタは行政単位

ごとに設置 され、国家(中 央)、 省、市(地 区)、 県の4レ ベルの階層構造 をな している。

情報 センタ間で は、主 としてその階層構造 に従 い、収集 デー タな どの情報交換(縦 方向)
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をお こな う。各行政単位 は、物価、物資、財政、金融な ど多 くの部 門か らなるが、 それぞ

れが担当分野 に関するデータを収集 し、 データベースを構築 する。情報セ ンタは、 その属

す る行政単位 のサブシステム とも情報交換(横 方 向)を す る。 この ようにSEISは 縦方向 と

横方向の情報交換が密接 に連携 しあ うことにより機能 を発揮 する。

・図1SEISの 機 能 と構 造

経 済 情 報

人口統

金融統

貿易統

企業統

他

⇔

○ 市(地 区)レ ベルセンタ(324)

○ 県 レベルセンタ(2240)

方

済

地

経

門

・
の

部

央

府

連

中

政

関

4-4パ イ ロ ッ トシ ス テ ム

SEISの 開発 は段 階的に実施 され る。第一歩 として、1989年 か ら1992年 まで、 中央の他、

沿岸の比較的経済の発展 している上海市、広東省、深市の3地 域 を選び、物価情報 を対象

にしたパイロッ トシステムを第2次 円借款 を利用 して構築 中である。上海市 は横方向構造

のモデル として6サ ブ システム を、広東省 は縦方 向構造 のモデル として4市 、1県 を含み

構築 される。 また生の物価情報 を集め、中央や省 の情報セ ンタに直接送 る直接情報収集地
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を40か 所に設置す る(図2)。 情報セ ンタにはその規模に応 じて中小型計算機、超小型計算

機 を配置す る。セ ンタ間の情報交換 は、通信回線事情な どを考慮 して、当面 は記録媒体の

郵送、FAX、 又 はPC間 通信でお こなう。システムはマルチベ ンダによる構成 とな ってお

り、将来のOSIに よるシステム間通信 をはじめ として、 コー ド体系やデータ構造 の統一・

標準化 などを考慮 して設計 されている。

パイロッ トシステムでは市場価格変動状況データベース(DB)、 物価指数DB、 商 品価格

DB、 物価法規 ・文献DBを 構築 する。市場価格変動状況DBは 、10日 に一度、直接情報収

集点で収集 され る約200種 類の商品の市場価格情報 を蓄積す る。物価指数DBは 約1000種 類

の物価 について年度毎、月毎の指数 を蓄積 し、商品価格DBは 約2000種 類の産品、製品の

各種価格(政 府買上 げ、卸売、小売等の国定価格、指導価格、市場価格)や 、サー ビスの

料金 を蓄積する。

パイロ ッ トシステムに続 きシステムの拡大が予定 されている。計画は、1993年 か ら、第

3次 円借款 を利用する。物価情報 システムの地域的拡大(北 京市、天津市、福建省、遼寧

省、江蘇省、四川省 な ど20前 後 の省市)と 共 に7DBの 構築(固 定資産投資DB、 国際収支

DB、 国土資源DB、 国家マ クロ経済DB、 国際マクロ経済DB等)を お こな う。

その後 も全 国の省 に拡大す ることが予定 されてい る。西暦2000年 には、われわれは世界

に類例 を見ない大規模 なデータベースネッ トワー クを中国で 目にすることがで きるか もし

れない。

図2パ イ ロッ トシステムの構成

直接 収集地

(40か 所)

(市 場、デパ ー ト等

か ら収集)

上海市

国家(中 央)

市場情報システム

(6シ ステ ム)

広東省

市

深切1市

市場情報 システム
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5.環 境 、 気 象 デ ー タベ ー ス

開発途上国の中で も工業化 や都市化 が進んでいるところで は、大気汚染、水質汚濁等の

公害 問題や開発 に伴 う自然破壊等の環境問題が顕在化 してい る。 ある調査 によると開発

途上国の二酸化硫黄の濃度 は先進工業国の濃度 と同程度かあるいはそれ以上 になっている

ところが多い。先進工業 国の濃度が概ね改善の方向にあるのに対 し開発途上 国では悪化の

傾向にある。

河川 について も同様であ り、イ ン ドや中国では河川が汚染 されている。更 に地球環境問

題の うち野生生物の減少、熱帯林 の減少、砂漠化、土壌の悪化 はお もに開発途上国で生 じ

ているものである。

上記 を考慮す ると開発途上国への環境問題 についての協力が望 まれ る。情報 システムに

よる協力 としては環境 データシステム と気象情報 システムが考 え られ る。

5-1環 境 デー タシ ス テ ム

(1)背 景

今 日、環境問題は90年 代及びその後の21世 紀 に向けた一大課題 として益々重要視 され て

きている。

経済発展 に伴 う大気汚染 ・水質汚濁等の公害問題が大 きな関心 とな り、今 日では更に領

域 を広げ、オ ゾン層破壊や地球温暖化、熱帯林 の減少等その影響 が地球規模 に広が り国際

的な取組 が必要 となって きた。

発展途上 国における環境問題 は、 これ まで生 じて きた各種環境問題 の縮 図版 と表現する

ことも可能である。身近 な環境問題が まだ まだ重要分野であ ると共に、開発 に伴 う公害、

環境破壊、更 に今 日の地球規模 の問題 まで多様化 した問題 を抱 えてい る。途上国の多 くは

厳 しい経済状況下 にあ り、 多種多様 の環境問題 に取 り組むためには、途上国 自身の努力に

加 えて、先進国の強力 な支援が不可欠である。我が国 も今後技術 ・資金両面にわた り協力

してい くことが、「世界に貢献 する 日本」 として重要 なことである。

以下、開発途上国にお ける環境問題 に対するシステム支援 について述べたい。

(2)シ ス テ ム概 要

環境 の保全は、地球上 の生 きる人類共通の重要な課題 となっている。 これに対応す るた

め環境 に関する情報 を収集 し、蓄積 し、環境研究 のための各種検索や シ ミュレーシ ョン(環
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境汚染質濃度及 びその時間変化、都市景観の擬似的改変画像 を始 め とした環境の状況 の把

握及 び将来予測等 を行 う)を 行 うシステムを構築す る。

環境情報 を収集

(フ ィール ド調査によ るデータ、気 象データ、外部 データ、

航空機観測デー タ、人工 衛星か らのデー タを使用)

o
コ ン ピ ュ ー タ

麗轡醤

『
○

」
ー

大 気,水 質 等

環 境 情 報 データベース

巳

;『]
環境 データ システムセ ンタ

外国を含む他組織

環境研究所

検索

画像処理 を含

シ ミュ レー シ ョン

5-2気 象情報 システム

(1)背 景

環境問題 と同様 、気象情報 を収集 ・分析 し予測す ることは開発途上国に とって も災害防

止の観点か ら必要不可欠である。気 象情報 システムを開発途上国で独 自に構築する ことは

コス ト的 に負担が大 きいので先進国が協力を行 うことが必須 とな る。

また広域情報が必要 なため周辺国 との協力 による統合 システムが必要であ り、 その面で

も先進国の リー ドが望 まれ る。

(2)シ ス テ ム概 要

台風、集 中豪雨な どの地理的 ・時 間的に複雑に変化す る異常気 象現象の監視、及 び気象

災害防止のための的確 な気象情報 の提供 を行 うシステムを作成す る。

尚、集積 デー タ集配信 ファイルには台風情報、気象情報あるいは気象情報 にレジャー情

報 を付加 した情報 とし、気象管理機 関や他組織 のほか、不特定の顧客 を対象 としたフ ァッ

クス出力の有料サー ビスも考 えられる。
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」■

雨

量 り
風向,風 速

閨「弘

システム概要

凹
気温

o

週
雨量計

o

業
気候 雪

、

計雪稜

コ ン ピ ュ ー タ

麗四四

日『

集積 データ

集配信ファイル

∈〕

網
気象情報 システ ムセ ンタ

外国を含む他組織

(放送協会等)

気象管理機関

(気象庁)

一一一→ 不 特 定 の 顧 客
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